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調査概要 

 

（１） 目的 

   姫路市における中小企業の海外展開に関する動向を把握し、当所の海外展開に関する支援に活用する

とともに関連施策の周知を行う。 

 

（２） 調査対象 

   姫路市内企業３，４０４社（姫路市内に本店を置く、姫路商工会議所・姫路市商工会会員事業所、従業

員５人以上） 

 

（３） 調査期間 

   ２０１８年（平成３０年）１２月２０日～２０１９年（平成３１年）１月２５日 

 

（４） 調査方法 

   アンケート調査票を調査対象先に対して郵送にて送付し、郵送・FAX・E メール・窓口にて回収した。 

 

（５） 回答状況 

・ 発送数 ： ３，４０４社 

・ 回答数 ： ７１０社 

・ 回答率 ： ２０．９％ 
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（６） 調査結果の見方 

 

・集計上の数値の取り扱い 

集計は小数第二位を四捨五入しているため、数値の合計が１００％にならない場合がある。 

   

  ・図表中の記号「n」 

    当該質問での該当者数のことである。 

 

  ・規模の分類 

    業種や従業員数に基づき、以下の表の通り設定する。 

 

  ・本アンケート調査における定義 

    海外展開、外国人材の定義は以下の表の通りである。 

 

 

 

【規模の分類】

1～5人 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人～

建設業 大規模

製造業 大規模

情報通信業 小規模

運輸業 大規模

卸売業 小規模

小売業 小規模

金融・保険業 大規模

不動産業 大規模

飲食・宿泊業 小規模

医療・福祉 小規模

教育・学習支援業 小規模

サービス業 小規模

小規模 中規模

小規模 中規模

中規模 大規模

小規模 中規模

中規模 大規模

中規模 大規模

小規模 中規模

小規模 中規模

中規模 大規模

中規模 大規模

中規模 大規模

中規模 大規模

外国人材

・身分に基づき在留する者、就労目的で在留が認められる外国人

・技能実習生

・留学生（海外拠点における現地採用は含まない）

海外展開

・輸出（商品等の直接輸出、他社を通じた間接輸出）、輸入（直接輸入、間接輸入）

・海外拠点（海外の工場等への投資のほか、事業所開設、生産委託を含む）

・直営、フランチャイズ、越境ＥＣ（電子商取引）など
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回答企業の属性 

・回答企業の業種は、多い順に「製造業」（25.9%）、「建設業」（19.7%）、「サービス業」（15.6%）と続く。 

・回答企業の規模は、「小規模」（39.6%）、「中規模」（52.1%）、「大規模」（8.3%）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

製造業

25.9%

建設業

19.7%
サービス業

15.6%

卸売業

11.4%

小売業

9.7%

運輸業

5.8%

飲食・宿泊業

3.4%

金融・保険業

2.4%

不動産業

1.7%

医療・福祉業

1.7%

情報通信業

1.3%
教育・学習支援業

0.6%

その他

0.8%

【図表1.業種別事業所数の割合】

（n=710）

＜業種＞

送付数 構成比 回答数 構成比 回答率

631 18.5% 140 19.7% 22.2%

776 22.8% 184 25.9% 23.7%

467 13.7% 81 11.4% 17.3%

397 11.7% 69 9.7% 17.4%

485 14.2% 111 15.6% 22.9%

648 19.0% 125 17.6% 19.3%

情報通信業 64 1.9% 9 1.3% 14.1%

運輸業 134 3.9% 41 5.8% 30.6%

金融・保険業 80 2.4% 17 2.4% 21.3%

不動産業 94 2.8% 12 1.7% 12.8%

飲食・宿泊業 152 4.5% 24 3.4% 15.8%

医療・福祉業 55 1.6% 12 1.7% 21.8%

教育・学習支援業 42 1.2% 4 0.6% 9.5%

その他 27 0.8% 6 0.8% 22.2%

3,404 100.0% 710 100.0% 20.9%合計

建設業

製造業

卸売業

小売業

サービス業

その他

＜規模＞

件数 構成比

小規模 281 39.6%

中規模 370 52.1%

大規模 59 8.3%

合計 710 100.0%
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第 一章 

海外展開編 
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１．海外展開への取り組み 

・全体では、｢海外展開あり｣が 13.8％、「関心あり」が 5.1％となった。 

・規模別では、規模が大きいほど「海外展開あり」の回答割合が高い。 

・業種別では、製造業で 25.0％、卸売業で 22.2％が｢海外展開あり｣と回答している。 

・海外展開の内訳は、｢輸出を行っている｣と回答した企業は 57 件と 6 割弱、｢輸入を行っている｣と回答した

企業は 61 件と 6割強、｢海外拠点がある｣と回答した企業は 60件と 5 割強であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.0%

15.9%

37.3%

5.0%

5.7%

1.7%

89.0%

78.4%

61.0%

小規模(n=281)

中規模(n=370)

大規模(n=59)

(規模別)

5.7%

25.0%

22.2%

8.7%

7.2%

9.6%

2.9%

5.4%

6.2%

8.7%

3.6%

5.6%

91.4%

69.6%

71.6%

82.6%

89.2%

84.8%

建設業(n=140)

製造業(n=184)

卸売業(n=81)

小売業(n=69)

サービス業(n=111)

その他(n=125)

海外展開あり 海外展開なし（関心あり） 海外展開なし

(業種別)

海外展開あり

98 件

13.8%

海外展開なし

（関心あり）

36 件

5.1%

海外展開なし

576 件

81.1%

【図表3.海外展開の状況】

（n=710）

＜海外展開あり（98件）の内訳＞

件数 構成比

輸出＋輸入＋海外拠点 23 23.5%

輸出＋輸入 14 14.3%

輸出＋海外拠点 9 9.2%

輸入＋海外拠点 13 13.3%

輸出 11 11.2%

輸入 11 11.2%

海外拠点 15 15.3%

無回答 2 2.0%

合計 98 100.0%
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＜規模別の海外展開状況＞

事業所数 海外展開あり
海外展開なし
（関心あり）

海外展開なし

281 17 14 250

6.0% 5.0% 89.0%

370 59 21 290

15.9% 5.7% 78.4%

59 22 1 36

37.3% 1.7% 61.0%

＜業種別の海外展開状況＞

140 8 4 128

5.7% 2.9% 91.4%

184 46 10 128

25.0% 5.4% 69.6%

81 18 5 58

22.2% 6.2% 71.6%

69 6 6 57

8.7% 8.7% 82.6%

111 8 4 99

7.2% 3.6% 89.2%

125 12 7 106

9.6% 5.6% 84.8%

9 1 1 7

11.1% 11.1% 77.8%

41 4 2 35

9.8% 4.9% 85.4%

17 4 0 13

23.5% 0.0% 76.5%

12 1 3 8

8.3% 25.0% 66.7%

24 0 0 24

0.0% 0.0% 100.0%

12 0 0 12

0.0% 0.0% 100.0%

4 1 0 3

25.0% 0.0% 75.0%

6 1 1 4

16.7% 16.7% 66.7%

576合計 710 98 36

飲食・宿泊業

医療・福祉業

教育・学習支援業

その他

卸売業

小売業

サービス業

その他

情報通信業

運輸業

建設業

製造業

上段：件数  下段：構成比

金融・保険業

不動産業

大規模

中規模

小規模



 

7 

 

２．海外展開を行う理由と進出形態および主要エリア 

 「海外展開あり」と回答した企業（98 件）への質問 

 

① 海外展開を行う理由 

・｢海外市場の拡大が今後期待できるため｣（54 件）が最も多く、｢国内市場が今後縮小すると見込まれるため｣

（37 件）、｢取引先企業が海外展開を行う（行う予定）ため｣（33 件）、「安い人件費等を活用したコストダウ

ンのため」（28 件）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 輸出先の所在（直接輸出･間接輸出、57 件） 

・輸出を行っている企業 57 件の輸出先の所在地は、｢中国｣が 31件（54.4%）で最も多く、以下｢台湾｣が 26 件

（45.6%）、｢タイ｣が 25 件（43.9%）、｢韓国｣｢米国｣が 21 件（36.8%）と続く。 

 

 

 

 

54

37

33

28

4

14

2

海外市場の拡大が今後期待できるため

国内市場が今後縮小すると見込まれるため

取引先企業が海外展開を行う（行う予定）ため

安い人件費等を活用したコストダウンのため

為替変動の影響を回避するため

その他（技術者確保、輸入のため等）

無回答

【図表4.海外展開を行う理由】
（n=9８）
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【図表5.輸出先の所在】
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＜規模別の海外展開を行う理由＞

事業所数

海外市場の
拡大が今後
期待できる
ため

国内市場が
今後縮小す
ると見込ま
れるため

取引先企業
が海外展開
を行う（行
う予定）た
め

安い人件費
等を活用し
たコストダ
ウンのため

為替変動の
影響を回避
するため

その他
（技術者確
保、輸入の
ため等）

無回答

17 6 3 6 3 1 3 1

35.3% 17.6% 35.3% 17.6% 5.9% 17.6% 5.9%

59 34 27 19 22 1 6 1

57.6% 45.8% 32.2% 37.3% 1.7% 10.2% 1.7%

22 14 7 8 3 2 5 0

63.6% 31.8% 36.4% 13.6% 9.1% 22.7% 0.0%

＜業種別の海外展開を行う理由＞

8 3 3 1 2 0 2 0

37.5% 37.5% 12.5% 25.0% 0.0% 25.0% 0.0%

46 28 24 19 17 4 3 0

60.9% 52.2% 41.3% 37.0% 8.7% 6.5% 0.0%

18 7 5 3 7 0 2 2

38.9% 27.8% 16.7% 38.9% 0.0% 11.1% 11.1%

6 4 1 1 1 0 1 0

66.7% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0%

8 6 1 3 1 0 3 0

75.0% 12.5% 37.5% 12.5% 0.0% 37.5% 0.0%

12 6 3 6 0 0 3 0

50.0% 25.0% 50.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0%

1 1 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 1 1 2 0 0 1 0

25.0% 25.0% 50.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0%

4 3 2 3 0 0 0 0

75.0% 50.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

33 28 4 14 2合計 98 54 37

建設業

製造業

小規模

中規模

大規模

上段：件数  下段：構成比

その他

サービス業

その他

情報通信業

運輸業

金融・保険業

不動産業

卸売業

小売業

飲食・宿泊業

医療・福祉業

教育・学習支援業
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③ 輸入先の所在（直接輸入･間接輸入、61 件） 

・輸入を行っている企業 61 件の輸入先の所在地は、｢中国｣が 38 件（62.3%）で最も多く、以下｢ベトナム｣が

14 件（23.0%）、｢韓国｣｢米国｣が 13 件（21.3%）と続く。 

 

 

 

④ 海外拠点の所在（販売･生産･研究開発･その他のうち、いずれかの拠点がある国、60 件） 

・海外に拠点を持つ企業 60 件の拠点所在地は、｢中国｣が 37 件（68.5%）で最も多く、以下｢ベトナム｣｢米国｣

が 18 件（33.3%）、｢タイ｣が 16 件（29.6%）と続く。 
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【図表6.輸入先の所在】

37

18 18
16

12 12 12 12
10 9 8

7 7 7 6 5 5
3 3 2 3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

中
国

ベ
ト
ナ
ム

米
国

タ
イ

韓
国

香
港

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

欧
州
・
ロ
シ
ア

台
湾

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

カ
ナ
ダ

カ
ン
ボ
ジ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

イ
ン
ド

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

メ
キ
シ
コ

ブ
ラ
ジ
ル

ミ
ャ
ン
マ
ー

中
東
・
ア
フ
リ
カ

そ
の
他

（母数は海外拠点がある企業数 n=60)(件)

【図表7.海外拠点の所在】
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⑤ 海外拠点の機能（60件） 

・拠点を機能別に見ると｢販売拠点｣が 145 ヵ所と最も多く、次いで｢生産拠点｣が 61 ヵ所である。 

・｢研究開発拠点｣については、13 ヵ所にとどまる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 9.輸出・輸入・海外拠点の役割別、該当件数一覧】 

 

 

 

 

145

61

13

49

販売拠点

生産拠点

研究開発拠点

その他

【図表8.海外拠点の機能】
（n=60）

輸出 輸入
(n=57) (n=61) 販売 生産 研究開発 その他

アジア 中国 31 38 18 21 4 8
太平洋 香港 18 7 8 1 1 3

台湾 26 9 8 0 0 2
韓国 21 13 7 3 1 3
シンガポール 19 4 9 0 0 3
タイ 25 10 11 4 0 4
マレーシア 15 6 7 1 0 1
インドネシア 16 6 6 3 0 2
フィリピン 15 7 5 4 0 1
ベトナム 17 14 13 7 2 4
カンボジア 5 3 5 0 0 2
ミャンマー 3 2 2 0 0 1
インド 13 5 5 3 0 1
バングラデシュ 4 1 1 0 0 0
オーストラリア 16 3 4 0 0 1
その他 6 0 1 2 0 0

北米 米国 21 13 14 5 2 4
中南米 カナダ 8 3 5 1 1 2

メキシコ 7 4 3 3 0 1
ブラジル 6 1 2 0 0 1
その他 3 0 0 0 0 1

欧州・ロシア 20 12 10 3 2 3
中東・アフリカ 9 2 1 0 0 1

324 163 145 61 13 49
〔注〕母数は、各カテゴリー（輸出・輸入・海外拠点）における回答企業数。

(複数回答、件）
海外拠点(n=60)

合計
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３．今後の海外展開 

「海外展開あり」（98 件）、「関心あり」（36 件）と回答した企業（計 134 件）への質問 

 

① 今後の海外展開についての方針（複数回答、国名は自由記述） 

・今後の海外展開については、｢拡大･拡充を考えている｣（46 件）が最も多く、｢現状を維持していく考えであ

る｣（41 件）、｢新規進出を考えている｣（34 件）が次いで多かった。 

・｢縮小･撤退を考えている｣との回答は 3件のみにとどまり、理由は、｢現地管理者の確保が困難｣、｢取引先企

業の計画変更｣等であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 新規進出を考えている国 

・新規進出を考えている国は、｢欧州｣が 9 件（26.5%）で最も多く、以下｢米国｣が 8 件（23.5%）、｢ベトナム｣

が 6件（17.6%）と続く。具体的な国名に｢アジア圏｣との記載も 4件（11.8%）あった。 
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8

6

4 4

3

2 2

1 1 1 1 1 1 1 1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

欧
州

米
国

ベ
ト
ナ
ム

ア
ジ
ア
圏

中
国

タ
イ

台
湾

ミ
ャ
ン
マ
ー

韓
国

香
港

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

カ
ナ
ダ

カ
ン
ボ
ジ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

ブ
ラ
ジ
ル

（母数は「新規進出を考えている」と回答した企業 n=34)(件)

【図表11.新規進出検討先の所在】

46

41

34

3

17

拡大・拡充を考えている

現状を維持していく考えである

新規進出を考えている

縮小・撤退を考えている

無回答

【図表10.海外展開の方針】

（n=134）
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③ 拡大・拡充を考えている国 

・拡大・拡充を考えている国は、｢ベトナム｣が 7件（15.2%）で最も多く、以下｢中国｣が 6件（13.0%）、｢タイ｣

が 5件（10.9%）と続く。具体的な国名に｢アジア圏｣との記載も 4件（8.7%）あった。 

 

 

 

 

 

 

④ 新規進出または拡大・拡充の理由（複数回答） 

・今後の海外展開について、新規進出または拡大・拡充を考える理由については、｢販路拡大｣が 56 件（74.7%）

と最も多く、｢国内市場の成熟や縮小を懸念している｣が 33 件（44.0%）、｢国内の取引先との関係があるか

ら｣が 16 件（21.3%）、｢安価な労働賃金｣が 13件（17.3%）と続く。 

・その他の理由として、｢人材の確保｣、｢仕入先の開拓｣などの意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56

33

16

13

9

7

販路拡大

国内市場の成熟や縮小を懸念している

国内の取引先との関係があるから

安価な労働賃金

第三国へ輸出するメリットを活かしたい

その他（人材の確保、仕入先の開拓等）

【図表13.新規進出または拡大・拡充を考える理由】

（n=75）
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ベ
ト
ナ
ム

中
国

タ
イ

ア
ジ
ア
圏

米
国

香
港

韓
国

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

カ
ン
ボ
ジ
ア

ミ
ャ
ン
マ
ー

イ
ン
ド

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

カ
ナ
ダ

欧
州
・
ロ
シ
ア

ア
フ
リ
カ

（母数は「拡大・拡充を考えている」と回答した企業 n=46)(件)

【図表12．拡大・拡充検討先の所在】
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⑤ 今後の｢日本国内｣の事業についての方針 

・全体では、｢拡大を図る｣との回答は 5割強であり、｢縮小する予定｣は該当がなかった。 

・規模別では、規模が大きいほど「拡大を図る」との回答割合が高い。 

・業種別では、建設業と卸売業で｢拡大を図る｣との回答割合がやや低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大を図る

70件

52.2%

現状を維持する

55件

41.0%

その他

6件

4.5%

無回答

3件

2.2%

【図表14.国内事業の方針】
（n=134）

45.2%

52.6%

65.2%

48.4%

40.8%

30.4%

6.5%

3.9%

4.3%

2.6%

小規模(n=31)

中規模(n=76)

大規模(n=23)

(規模別)

33.3%

55.4%

39.1%

58.3%

58.3%

69.2%

58.3%

41.1%

56.5%

33.3%

33.3%

7.7%

8.3%

1.8%

8.3%

23.1%

1.8%

4.3%

8.3%

建設業(n=12)

製造業(n=56)

卸売業(n=23)

小売業(n=12)

サービス業(n=12)

その他(n=13)

(業種別)
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⑥ 海外展開における課題（複数回答） 

・海外展開における課題としては、｢海外事業､外国語､貿易事務等ができる人材の確保｣が 67 件（53.7%）と最

も多く、｢現地の法制度・商習慣への対応（贈収賄対策含む）｣が 43 件（33.6%）、｢現地顧客の開拓｣が 42件

（36.6%）、「現地販売パートナーの開拓、関係強化」が 40 件（32.1%）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67

43

42

40

39

38

37

35

35

32

30

28

22

21

21

21

19

14

10

9

9

海外事業、外国語、貿易事務等ができる人材の確保

現地の法制度・商習慣への対応（贈収賄対策含む）

現地顧客の開拓

現地販売パートナーの開拓、関係強化

現地の政情不安・治安悪化、自然災害

為替変動への対策

現地顧客との契約履行

納期対応、製品等の安定供給体制構築

現地ニーズに対応した製品開発（機能・仕様、デザイン等）

現地物流・流通体制の確立

国際輸送・現地物流コストの低減

現地調達先の確保

商標等知的財産の保護

現地での企業・製品等の認知度向上（外国語Ｗｅｂサイト構築含む）

現地の弁護士、コンサルタント等とのネットワーク構築

技術・営業情報の漏えい防止

生産コストの低減（原材料・部品等費用、原価低減対策）

ＩＴ活用推進（業務効率化、正確性向上、情報共有）

インフラの未整備（電力、物流・交通、通信等）

インターネットショッピングサイト（ＥＣサイト）への出店

返品対応

（n=134）

【図表15.海外展開における課題】
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⑦ 海外展開に取り組む（検討する）場合の相談先（複数回答） 

・海外展開についての相談先としては、｢取引先・同業企業｣が 54 件（40.3%）と最も多く、｢日本貿易振興機

構（ＪＥＴＲＯ）｣が 42 件（31.3%）、｢金融機関｣が 37 件（27.6%）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 海外展開に取り組む場合に期待する支援（複数回答） 

・行政や支援機関に期待する支援としては、｢海外進出･取引の進出事例紹介｣が 40 件（29.9%）と最も多く、

｢海外企業との商談会｣が 39 件（29.1%）、｢海外進出企業等との情報交換会｣が 38件（28.4%）と続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40

39

38

26

21

20

18

9

海外進出・取引の進出事例紹介

海外企業との商談会

海外進出企業等との情報交換会

海外進出等支援機関による相談会

各国の投資環境等の情報提供

貿易、語学等の人材育成講座

知的財産権の保護等に関する情報提供

その他（失敗事例、具体的な費用や手順の紹介）

（n=134）
【図表17．海外展開に取り組む場合に期待する支援】

54

42

37

25

23

18

17

16

14

14

12

5

3

12

取引先・同業企業

日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）

金融機関

商社・卸売業者

弁護士・会計士・税理士

現地ローカル企業

民間コンサルティング会社

中小企業基盤整備機構（中小機構）

国際協力機構（ＪＩＣＡ）

商工会議所・商工会

ひょうご海外ビジネスセンター

地方自治体

在外公館（大使館、総領事館等）

その他（現地の政府、相談しない）

（n=134）
【図表16.海外展開についての相談先】
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第 二章 

外国人材活用編 
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雇用している

115件

16.2%

雇用していないが、

過去に雇用あり

32件

4.5%

雇用していない

563件

79.3%

【図表18.外国人材の雇用状況】

（n=710）

１．外国人材の雇用状況 

・全体では、｢雇用している｣が 16.2％、「雇用していないが、過去に雇用あり」が 4.5％となった。 

・規模別では、規模が大きいほど「雇用している」との回答割合が高く、大規模では 4 割強が雇用している。 

・業種別では、製造業で 35.9％、卸売業で 11.1％が｢雇用している｣と回答している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.9%

35.9%

11.1%

2.9%

9.0%

13.6%

2.9%

7.6%

4.9%

2.9%

3.6%

3.2%

89.3%

56.5%

84.0%

94.2%

87.4%

83.2%

建設業(n=140)

製造業(n=184）

卸売業(n=81）

小売業(n=69）

サービス業(n=111)

その他(n=125)

（業種別）

雇用している 雇用していないが、過去に雇用あり 雇用していない

9.3%

17.3%

42.4%

1.8%

7.0%

1.7%

89.0%

75.7%

55.9%

小規模(n=281)

中規模(n=370)

大規模(n=59)

（規模別）

雇用している 雇用していないが、過去に雇用あり 雇用していない
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＜規模別の外国人材雇用状況＞

事業所数 雇用している
雇用していない
が、過去に雇用
あり

雇用していない

281 26 5 250

9.3% 1.8% 89.0%

370 64 26 280

17.3% 7.0% 75.7%

59 25 1 33

42.4% 1.7% 55.9%

＜業種別の外国人材雇用状況＞

140 11 4 125

7.9% 2.9% 89.3%

184 66 14 104

35.9% 7.6% 56.5%

81 9 4 68

11.1% 4.9% 84.0%

69 2 2 65

2.9% 2.9% 94.2%

111 10 4 97

9.0% 3.6% 87.4%

125 17 4 104

13.6% 3.2% 83.2%

9 2 1 6

22.2% 11.1% 66.7%

41 3 0 38

7.3% 0.0% 92.7%

17 4 0 13

23.5% 0.0% 76.5%

12 0 0 12

0.0% 0.0% 100.0%

24 6 1 17

25.0% 4.2% 70.8%

12 0 1 11

0.0% 8.3% 91.7%

4 1 0 3

25.0% 0.0% 75.0%

6 1 1 4

16.7% 16.7% 66.7%

563合計 710 115 32

医療・福祉業

教育・学習支援業

その他

その他

情報通信業

運輸業

金融・保険業

不動産業

飲食・宿泊業

製造業

卸売業

小売業

サービス業

建設業

上段：件数  下段：構成比

小規模

中規模

大規模
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中国

42.7%

ベトナム

40.7%

フィリピン

5.2%

タイ

1.9%

韓国ほか

9.4%

【外国人材の雇用形態（地域別状況）】

71

41

21

11

9

正社員

技能実習生

非正規社員

有期契約社員

派遣社員

【図表19.外国人材の雇用形態】 （n=115）

２． 外国人材の雇用形態および仕事内容 

「雇用している」と回答した企業（115 件）への質問 

 

① 外国人材の雇用形態（複数回答） 

・雇用形態は、「正社員」71 件（61.7％）で半数以上と最も高く、次に「技能実習生」41 件（35.7％）、「非

正規社員」21 件（18.3％）と続いている。地域別の人数で見ると、「中国」449 人（42.7％）が最も高く、

次いで、「ベトナム」428 人（40.7％）、「フィリピン」55 人（5.2％）と続く。 

 

  

 

 

 

 

 

 

＜外国人材の雇用形態（地域別状況）＞ 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（件） （人）

正社員 71 190 86 1 10 47 334

技能実習生 41 240 116 44 7 28 435

非正規社員 21 10 34 6 2 8 60

有期契約社員 11 7 5 1 1 7 21

派遣社員 9 2 187 3 0 9 201

合計 153 449 428 55 20 99 1,051

件数 中国 ベトナム フィリピン タイ 韓国ほか 合計
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57

41

30

25

21

17

17

15

13

12

9

14

日本人が採用できない

真面目・熱心な人が多い

単調な仕事、残業等を嫌がらないで働いてくれる

社内を活性化させる

海外展開強化のため

高度な技術や技能を持っている

外国人ならではの能力が必要

日本人より能力が高い

従業員に国際感覚を身に付けさせる

技能実習生の監理団体からの提案

日本人より賃金が安い

その他（人物重視等）

（ｎ＝115）

【図表20.外国人材を雇用する理由】

② 外国人材を雇用する理由（複数回答） 

・｢日本人が採用できない｣（57 件）が最も多く、以下｢真面目・熱心な人が多い｣（41 件）、｢単調な仕事、

残業等を嫌がらないで働いてくれる｣（30 件）、｢社内を活性化させる｣（25 件）と続く。 
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＜業種別の外国人材を雇用する理由1＞

事業所数
日本人が採用
できない

真面目・熱心
な人が多い

単調な仕事、
残業等を嫌が
らないで働い
てくれる

社内を活性化
させる

海外展開強化
のため

高度な技術や
技能を持って
いる

11 5 4 2 3 2 1

45.5% 36.4% 18.2% 27.3% 18.2% 9.1%

66 39 26 22 12 8 14

59.1% 39.4% 33.3% 18.2% 12.1% 21.2%

9 4 3 1 1 2 0

44.4% 33.3% 11.1% 11.1% 22.2% 0.0%

2 0 0 0 1 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 100.0% 0.0%

10 2 2 2 3 3 0

20.0% 20.0% 20.0% 30.0% 30.0% 0.0%

17 7 6 3 5 4 2

41.2% 35.3% 17.6% 29.4% 23.5% 11.8%

2 0 0 0 1 1 1

0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0%

3 1 2 1 1 1 0

33.3% 66.7% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0%

4 1 0 0 2 2 1

25.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 25.0%

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6 4 2 2 0 0 0

66.7% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0 0 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 1 1 0 1 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

合計 115 57 41 30 25 21 17

飲食・宿泊業

医療・福祉業

教育・学習支援業

その他

サービス業

その他

情報通信業

運輸業

金融・保険業

不動産業

小売業

上段：件数  下段：構成比

建設業

製造業

卸売業
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＜業種別の外国人材を雇用する理由2＞

事業所数
外国人ならで
はの能力が
必要

日本人より
能力が高い

従業員に国際
感覚を身に
付けさせる

技能実習生の
監理団体から
の提案

日本人より
賃金が安い

その他
（人物重視
等）

11 0 1 1 3 3 0

0.0% 9.1% 9.1% 27.3% 27.3% 0.0%

66 5 9 5 7 4 9

7.6% 13.6% 7.6% 10.6% 6.1% 13.6%

9 3 0 0 1 0 1

33.3% 0.0% 0.0% 11.1% 0.0% 11.1%

2 0 0 1 0 0 0

0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10 3 2 2 1 0 3

30.0% 20.0% 20.0% 10.0% 0.0% 30.0%

17 6 3 4 0 2 1

35.3% 17.6% 23.5% 0.0% 11.8% 5.9%

2 1 0 1 0 0 0

50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3 1 1 0 0 0 0

33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 2 1 2 0 1 0

50.0% 25.0% 50.0% 0.0% 25.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6 1 1 1 0 1 1

16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 16.7% 16.7%

0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9 14115 17 15 13 12合計

医療・福祉業

教育・学習支援業

その他

建設業

製造業

卸売業

小売業

サービス業

その他

情報通信業

運輸業

金融・保険業

不動産業

飲食・宿泊業

上段：件数  下段：構成比
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73

22

17

15

15

13

9

8

7

11

製造現場や作業現場、建設現場

生産・品質管理

専門的知識を有する業務

通訳・翻訳

総合職（総務・人事、経営企画、営業）

販売・サービスの接客

事務・管理

国際貿易・マーケティング

ＩＴ関連業務

その他（警備員、教育係等）

（ｎ＝115）

【図表21.外国人材の仕事内容】

③ 外国人材の仕事内容（複数回答） 

・｢製造現場や作業現場、建設現場｣（73 件）が最も多く、以下｢生産・品質管理｣（22 件）、｢専門的知識を

有する業務｣（17 件）と続く。 
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82

70

18

17

16

12

3

真面目で一生懸命に取り組む

人員を確保できた

外国語対応が可能になった

グローバルな視点・意識が醸成できた

高度な技術を持ち、優秀である

情報収集・市場開拓で役に立った

その他（連携構築等）

（ｎ＝115）

【図表22.外国人材を雇用して良かった点】

④ 外国人材を雇用して良かった点（複数回答） 

・｢真面目で一生懸命に取り組む｣（82 件）が最も多く、以下｢人員を確保できた｣（70 件）、「外国語対応が

可能になった｣（18件）と続く。 
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57

38

18

15

15

13

10

5

6

10

コミュニケーションが取りづらい

在留資格や雇用の面で手続きが面倒

技能や技術の習得に時間が掛かる

思ったよりも人件費等がかかる

定着率が低い

失踪する人がいた

日本人の価値観や文化を理解しない

外国人同士のトラブル

その他（慣習等）

特に困ったことはなし

（ｎ＝115）

【図表23.外国人材を雇用して困った点】

⑤ 外国人材を雇用して困った点（複数回答） 

・｢コミュニケーションが取りづらい｣（57 件）が最も多く、以下｢在留資格や雇用の面で手続きが面倒｣（38

件）、「技能や技術の習得に時間が掛かる｣（18件）と続く。 
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増やしたい

68件

9.6%

現状維持

47件

6.6%

減らしたい

4件

0.6%

新たに雇用した

い（雇用を検討

したい）

123件

17.3%雇用しない

468件

65.9%

（n=710)

【図表24.今後の外国人材の雇用計画】

３．今後の外国人材の雇用計画（710件） 

・今後の外国人材の雇用計画については、｢増やしたい｣が 68 件（9.6％）、「現状維持」が 47 件（6.6％）、

そして、「新たに雇用したい」が 123 件（17.3％）を示した。 

 

① 新たに雇用したい（雇用を検討したい） 

・新たに雇用したい（雇用を検討したい）と回答した 123 件のうち、約 9割が過去に雇用経験のない企業で 

 ある。 

                     

 

 

  

                      ＜新たに雇用したい（業種別）＞ 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業所数 雇用していない
雇用していないが、
過去に雇用あり

34 33 1

24 19 5

16 12 4

14 14 0

18 15 3

情報通信業 2 2 0

運輸業 4 4 0

金融・保険業 0 0 0

不動産業 3 3 0

飲食・宿泊業 4 4 0

医療・福祉業 1 1 0

教育・学習支援業 0 0 0

その他 3 3 0

123 110 13

0

建設業

製造業

卸売業

小売業

合計

サービス業

その他 17 17
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192

188

151

141

127

83

60

40

28

31

業種として難しい

社内の受入体制が未整備である

教育・指導が難しい、手間がかかる

言葉や言語、宗教の違いによる不安がある

人材が充足している、採用予定がない

社内コミュニケーションに不安がある

在留資格や変更手続き等に不安がある

人事方針や社風としてあわない

採用・雇用の方法がわからない

その他（資格、免許取得制限等）

（ｎ＝468）
【図表26.外国人材を雇用しない理由】

増やしたい

68件

9.6%

現状維持

47件

6.6%
減らしたい

4件

0.6%

新たに雇用したい

（雇用を検討した

い）

123件

17.3%

雇用しない

468件

65.9%

（n=710)

【図表25.今後の外国人材の雇用計画】

② 「雇用しない」と回答した理由（複数回答） 

・外国人材を雇用しない理由としては、「業種として難しい」（192 件）が最も多い。次いで「社内の受入体

制が未整備である」（188 件）、「教育・指導が難しい、手間がかかる」（151 件）、「言葉や言語、宗教の違

いによる不安がある」（141 件）と続いている。 

・業種別では、建設業で「業種として難しい」「受入体制」、製造業「受け入れ体制」「教育」、卸売業「受入

体制」、小売業「業種として難しい」、サービス業「業種として難しい」の回答が多く寄せられた。 
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＜「雇用しない」（468 件）と回答した理由 1（業種別内訳）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「雇用しない」（468 件）と回答した理由 2（業種別内訳）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数

社内コミュ
ニケーショ
ンに不安が
ある

在留資格や
変更手続き
等に不安が
ある

人事方針や
社風として
あわない

採用・雇用
の方法が
わからない

その他
（資格、免
許取得制限
等）

95 17 14 6 5 7

93 24 14 11 9 3

57 12 8 5 3 2

52 9 7 5 3 7

82 7 9 10 4 8

89 14 8 3 4 4

情報通信業 5 1 0 1 0 0

運輸業 34 8 2 0 1 3

金融・保険業 13 1 0 1 0 0

不動産業 9 2 1 1 1 0

飲食・宿泊業 14 1 5 0 2 0

医療・福祉業 11 1 0 0 0 0

教育・学習支援業 2 0 0 0 0 0

その他 1 0 0 0 0 1

468 83 60 40 28 31

サービス業

その他

合計

建設業

製造業

卸売業

小売業

事業所数
業種として
難しい

社内の受入
体制が未整
備である

教育・指導
が難しい、
手間がかか
る

言葉や言
語、宗教の
違いによる
不安がある

人材が充足
している、
採用予定が
ない

95 38 42 27 37 12

93 26 46 39 32 34

57 20 27 16 14 19

52 25 16 18 12 19

82 39 27 26 22 20

89 44 30 25 24 23

情報通信業 5 3 2 0 0 1

運輸業 34 16 14 13 11 9

金融・保険業 13 11 3 2 2 4

不動産業 9 4 2 1 3 3

飲食・宿泊業 14 3 4 6 5 3

医療・福祉業 11 5 4 2 3 3

教育・学習支援業 2 2 1 1 0 0

その他 1 0 0 0 0 0

468 192 188 151 141 127合計

その他

建設業

製造業

卸売業

小売業

サービス業
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234

187

163

91

91

78

20

採用にかかる諸手続きの簡素化

日本語教育に係る経費補助

採用に関する相談窓口の設置

採用に関する情報交換会の実施

公共施設をはじめ、多言語化取組みへの指導、支援

留学生の日本企業就職支援

その他（技能実習生の職種緩和等）

（ｎ＝710）

【図表27.外国人材に関して行政機関等に求める支援策】

24.3%

34.5%

21.1%

23.0%

21.8%

11.1%

11.3%

8.5%

10.5%

10.6%

8.9%

9.4%

2.1%

3.0%

雇用経験なし(n=563)

雇用経験あり(n=147)

採用にかかる諸手続きの簡素化 日本語教育に係る経費補助

採用に関する相談窓口の設置 採用に関する情報交換会の実施

公共施設をはじめ多言語化取組み支援 留学生の日本企業就職支援

その他（法律緩和）

【図表28.外国人材に関して行政機関等に求める支援策（雇用経験別）】

４．外国人材の雇用に関して行政機関等に求める支援策 

・行政機関等に求める支援策としては、「採用にかかる諸手続きの簡素化」（234 件）が最も多い。続いて、 

「日本語教育に係る経費補助」（187 件）、「採用に関する相談窓口の設置」（163 件）となっている。 
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＜「雇用している」と回答した企業（115 件）が求める支援策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「雇用していないが、過去に雇用あり」と回答した企業（32件）が求める支援策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業所数
採用にかかる
諸手続きの
簡素化

日本語教育に
係る経費補助

採用に関する
相談窓口の
設置

採用に関する
情報交換会の
実施

公共施設を
はじめ多言語
化取組み支援

留学生の日本
企業就職支援

その他
（法律緩和）

11 7 4 0 1 1 1 1

66 38 26 14 5 11 11 3

9 7 4 1 1 2 1 0

2 1 1 0 1 0 1 0

10 7 2 0 0 2 1 2

17 9 6 4 5 2 2 1

情報通信業 2 0 0 1 1 0 1 0

運輸業 3 2 1 1 0 0 0 1

金融・保険業 4 2 2 0 1 1 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食・宿泊業 6 3 2 2 2 0 1 0

医療・福祉業 0 0 0 0 0 0 0 0

教育・学習支援業 1 1 1 0 1 1 0 0

その他 1 1 0 0 0 0 0 0

115 69 43 19 13 18 17 7合計

建設業

製造業

卸売業

小売業

サービス業

その他

事業所数
採用にかかる
諸手続きの
簡素化

日本語教育に
係る経費補助

採用に関する
相談窓口の
設置

採用に関する
情報交換会の
実施

公共施設を
はじめ多言語
化取組み支援

留学生の日本
企業就職支援

その他
（法律緩和）

4 2 1 0 0 1 0 0

14 3 5 3 5 3 3 0

4 3 1 1 1 1 2 0

2 1 2 0 0 1 0 0

4 2 2 2 0 1 0 0

4 1 0 1 1 0 0 0

情報通信業 1 0 0 0 0 0 0 0

運輸業 0 0 0 0 0 0 0 0

金融・保険業 0 0 0 0 0 0 0 0

不動産業 0 0 0 0 0 0 0 0

飲食・宿泊業 1 0 0 0 0 0 0 0

医療・福祉業 1 0 0 0 0 0 0 0

教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 1 1 0 1 1 0 0 0

32 12 11 7 7 7 5 0

卸売業

小売業

サービス業

その他

合計

建設業

製造業
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＜「雇用していない」と回答した企業（563 件）が求める支援策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業所数
採用にかかる
諸手続きの
簡素化

日本語教育に
係る経費補助

採用に関する
相談窓口の
設置

採用に関する
情報交換会の
実施

公共施設を
はじめ多言語
化取組み支援

留学生の日本
企業就職支援

その他
（法律緩和）

125 45 35 35 16 15 14 5

104 23 21 27 11 10 10 3

68 16 17 17 11 4 6 2

65 14 20 13 13 9 8 1

97 28 24 26 11 13 9 1

104 27 16 19 9 15 9 1

情報通信業 6 3 3 2 2 2 3 0

運輸業 38 9 5 5 2 6 2 1

金融・保険業 13 0 1 1 1 3 0 0

不動産業 12 6 3 5 1 2 1 0

飲食・宿泊業 17 4 1 0 0 0 1 0

医療・福祉業 11 3 2 5 2 1 1 0

教育・学習支援業 3 0 0 0 0 1 1 0

その他 4 2 1 1 1 0 0 0

563 153 133 137 71 66 56 13

サービス業

その他

合計

建設業

製造業

卸売業

小売業
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＜海外展開調査結果の特徴＞ 

海外展開を行っている企業は 13.8％、「関心あり」を含めると約 2 割となった。主なねらいは、「海外市場

の拡大」や「国内市場の縮小」などマーケットに関するものと、「安い人件費」といったコストに関するもの

が上位を占める。地域に関しては、中国がトップに立ち、ベトナム、タイ、台湾、韓国、米国等が続いた。今

後の新たな進出先としては「欧州」への関心が高い回答となった。課題としては、「海外事業､外国語､貿易事

務等ができる人材の確保」を一番の課題として挙げる企業が圧倒的に多く、このほか、「現地の法制度・商慣

習への対応」「現地顧客の開拓」「現地の政情」「為替変動」など多岐にわたる声が寄せられた。 

 

＜円滑な海外展開に向けて＞ 

相談先は、取引先を筆頭に、ＪＥＴＲＯ、金融機関、商社、税理士、現地企業をはじめ、数多く存在してい

る。行政や支援機関に対し、今後、期待する支援策では、「海外進出・取引の進出事例紹介」や「海外企業と

の商談会」、「支援機関による相談会」をはじめ、様々な支援策への関心が高い結果となった。 

今後、海外展開を検討する企業もある中で、現地の投資環境等の情報を収集することに加え、貿易、語学、

知的財産権などに関する専門的な知識の必要性も重視されてきている。各専門機関においては、各制度の認知

度の更なる向上を図りつつ、案件の掘り起こしの強化および各制度の活用促進に向けた活動を展開し、円滑な

海外展開に繋げていくことが必要である。 

 

＜外国人材活用結果の特徴＞ 

外国人材を活用している企業は 16.2％、「過去に雇用していたことがある」を含めると、約 2 割となった。

業種別では製造業で 35.9％が活用している。雇用形態では、正社員が 61.7％と最も多く、技能実習生と続く。

活用する理由は、「日本人が採用できない」が約 5割と最も多く、昨今の人手不足が背景にある。次いで、「真

面目」「単純作業等を嫌がらずに働いてくれる」など、仕事への意欲に関する項目が続いた。仕事内容は、「製

造現場や建設現場」が半数以上を占め、外国人材への評価も高い。一方で困った点として、「コミュニケーシ

ョンが取りづらい」が約 5割と最も高く、次いで、雇用に関する手続きを挙げた企業が多かった。 

 

＜外国人材の活用促進に向けて＞ 

今後の活用計画については、「増やしたい、現状維持、新たに雇用したい」の回答は 3 割を超え、積極的な

方針がうかがえる結果となった。また、「雇用しない」と理由として、「受入体制の未整備」「教育が難しい」

「言葉への不安」など、日本人採用時には見られない要因が多数挙げられた。これらの不安を解消するための

支援や経費面での補助等も必要になるものと思われる。 

外国人労働者数は増加の一途をたどり、昨年は 140万人を超え、過去最高を更新した。高まりつつあるニー

ズに対応するため、各機関においては、現時点の支援策はもとより、4月からの改正出入国管理法施行にとも

なう新たな支援策の情報も含めて発信しながら、深刻な人手不足に対応していくことが必要である。 
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主要進出国等に関する情報  
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・海外展開（輸出・輸入・海外拠点）の状況より、回答が多かった中国、ベトナム、アメリカ、タイの主要 4 

ヵ国について、情報収集を行った。 

 

１．中国 

①基本情報 

②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

③在留邦人・日系企業進出状況 

④在留中国人の状況 

 

２．ベトナム 

①基本情報 

②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

③在留邦人・日系企業進出状況 

④在留ベトナム人の状況 

 

３．アメリカ 

①基本情報 

②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

③在留邦人・日系企業進出状況 

④在留アメリカ人の状況 

 

４．タイ 

①基本情報 

②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

③在留邦人・日系企業進出状況 

④在留タイ人の状況 
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１．中国 

 ①基本情報 

基 本 情 報 

正式名称 中華人民共和国 （英語名：People's Republic of China） 

面 積 960 万ｋ㎡ （日本の約 25 倍） 

人 口 13 億 9,008 万人 

1 人当たり GDP 8,481 米ドル 

首 都 北京市 

公用語 中国語（公用語） 

宗 教 仏教、イスラム教、キリスト教など 

出典：JETRO HP、中国国家統計局、IFS 

 2015 年 2016 年 2017 年 

①実質 GDP 成長率（％） 6.9 6.7 6.9 

②消費者物価上昇率（％） 1.4 2 1.6 

③失業率（％） 4.1 4 3.9 

④貿易収支（100 万米ドル） 592,999 510,734 422,540 

⑤経常収支（100 万米ドル） 304,164 202,203 164,887 

⑥外貨準備高（100 万米ドル） 3,345,190 3,029,780 3,235,895 

⑦対外債務残高（100 万米ドル） 1,382,980 1,415,801 1,710,625 

⑧為替レート 

（1米ドルにつき、人民元、年平均） 
6.22749 6.64448 6.75876 

出典：①「中華人民共和国 2017 年国民経済社会発展統計公報」（統計公報）、②③15 年、16年は「中国統計年

鑑 2017」、17 年は「統計公報」、④「海関統計」各年 12 月、⑤⑦：国家外貨管理局ウェブサイト、⑥⑧：IFS  
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EU28

244,874 

（13.3%）

ASEAN

235,696 

（12.8%）

韓国

177,508 

（9.6%）
日本

165,653 

（9.0%）

台湾

155,386 

（8.4%）

米国

153,943 

（8.4%）

オーストラリア

94,822 

（5.2%）

ブラジル

58,585 

（3.2%）

その他

554,515 

（30.1%）

輸入

総輸入額

１，８４０，９８２

百万米ドル

単位：百万米ドル

 ②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

 ○輸出入額の推移 

 

出典：中国海関統計（各年の 12 月号） 

 ○主な貿易相手国 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：中国海関統計（2017 年の 12 月号） 

 

18,984 
20,489 

22,090 
23,427 

22,750 

20,982 
22,635 

17,435 
18,178 

19,500 19,603 

16,820 
15,874 

18,410 

0

10,000

20,000

30,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

輸出 輸入（1億米ドル）

2017 年の中国の貿易総額は前年比 11.4％増の 4兆 1,045 億ドルとなった。うち、輸出は 2兆 2,635 億ド

ル（前年比 7.9％増）、輸入は 1兆 8,410 億ドル（15.9％増）といずれも増加した。 

2016 年は、2009 年以来初の前年比マイナスに転じた 2015 年に続き減少していたが、2017 年は回復に転

じた。 

中国からの輸出先は、アメリカが最多で 19％、次いで EU28（17％）、香港（12.3％）と続く。 

輸入では EU28 が最多で 13.3％、次いで ASEAN が 12.8％、韓国が 9.6％である。 

アメリカ

429,755 

（19%）

EU28

372,042 

（17%）

香港

279,347 

（12.3%）

ASEAN

279,120 

（12%）

日本

137,324 

（6%）

大韓民国

102,751 

（5%）

その他

663,183 

（29%）

輸出
単位：百万米ドル

総輸出額

２，２６３，５２２

百万米ドル



 

38 

 

電気機器

54,797 （29.7%）

一般機械

31,135 

（16.9%）
衣類及び同附

属品

19,410 

（10.5%）

その他の雑

製品

12,219 

（6.6%）

金属製品

6,045 （3.3%）

元素及び化合物

5,827 （3.2%）

織物用糸及び繊維

製品

5,147 （2.8%）

輸送用機器

4,919 （2.7%）

家具

4,427 

（2.4%）

精密機器類

4,197 （2.3%）

その他

36,469 

（19.8%）

中国から日本への輸出

単位：億円

輸入総額

１８５，５３３

億円

 ○対日貿易収支の推移 

日本との貿易関係は、2010年以降毎年、日本から中国への輸出が中国から日本への輸出を下回っており、

中国の対日の貿易収支は 2017年で 3.5兆円の赤字である。 

日本から中国への輸出は約 1.2兆～1.4兆円、中国から日本への輸出は約 1.3 兆円～1.8 兆円で推移して

いる。 

 

出典：財務省「貿易統計」 

 ○対日貿易（主要品目別輸出入 上位 10 品目） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財務省「貿易統計」  

 

130,856 129,022 

115,091 

126,252 
133,815 132,234 

123,614 

148,897 

134,130 146,419 
150,388 

176,600 

191,765 194,288 

170,190 
184,593 

(3,274)
(17,397)

(35,297)

(50,348)

(57,950)
(62,054)

(46,576)

(35,696)

(75,000)

(60,000)

(45,000)

(30,000)

(15,000)

0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

日本から中国への輸出 中国から日本への輸出 貿易収支（右軸）

（億円） （億円）

主要品目別の日本から中国への輸出は、電気機器、一般機械、輸送用機器が半数を占めている。中国か

ら日本への輸出は電気機器、一般機械が約 4割強を占める。 

電気機器

33,765 

（22.7%）

一般機械

33,117 

（22.2%）

輸送用機器

13,958 

（9.4%）

精密機器類

9,286 

（6.2%）

プラスチック

8,213 

（5.5%）

元素及び化合物

7,885 

（5.3%）

再輸出品

7,215 （4.8%）

鉄鋼

5,514 （3.7%）

その他の雑製品

4,064 （2.7%）

非鉄金属

3,844 （2.6%）
その他

22,036 

（14.8%

）

日本から中国への輸出

単位：億円

輸出総額

１４８，８９７

億円
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③在留邦人・日系企業進出状況 

 ○在留邦人の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 ○日系企業進出状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 

 

中国に在留している日本人は、2012 年をピークに年々減少傾向である。2013～2017 年にかけて世界では

2番目に日本人が多い国とされる。 

日本から進出している企業は 2017 年 10 月現在、約 32,000 社を超えている。 

131,534 
140,931 

150,399 

135,078 133,902 131,161 128,111 
124,162 

0

60,000

120,000

180,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人）

29,959 

33,420 

31,060 31,661 
32,667 33,390 

32,313 32,349 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（社）
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652,595 649,078 654,777 665,847 
695,522 

730,890 

24,340 23,712 23,151 22,519 22,727 23,153 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

250,000

500,000

750,000

1,000,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017

在留中国人の推移

全国（左軸）
兵庫県（右軸）

（人） （人）

④在留中国人の状況（推移・在留資格及び目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

 

日本国内に在住している中国人は、2012 年に 652,595 人であったが、年々増加を続け、2017年は 730,890

人となっている。 

兵庫県内に在住している中国人は、2012年に 24,340 人だったが、2017 年では 23,153 人とやや減少傾向

にある。 

また、法務省入国管理局 在留外国人統計「在日中国人の在留資格及び目的（2017年 12 月）」によると、

永住者と留学による在日が半数以上を占めている。次いで、技術・人文知識・国際業務と家族滞在がと

もに 10.3％、技能実習（1号・2号）が 10.6％となっている。 

永住者

248,873 

（34.1%）

留学

124,292 

（17.0%）
技術・人文知識・

国際業務

75,010 （10.3%）

家族滞在

74,962 

（10.3%）

技能実習２号

45,472 （6.2%）

技能実習１号

32,095 （4.4%）

日本人の

配偶者等

31,911 （4.4%）

定住者

28,033 （3.8%） その他

70,242 （9.6%）

在留中国人の在留資格及び目的（2017年12月）

単位：人

総数

７３０，８９０人
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２．ベトナム 

 ①基本情報 

基 本 情 報 

正式名称 ベトナム社会主義共和国 Socialist Republic of Viet Nam 

面 積 33 万 1,690 平方キロメートル（日本の 0.88 倍） 

人 口 9,270 万人 

1 人当たり GDP 2,354 米ドル 

首 都 ハノイ 

公用語 ベトナム語、ほかに少数民族語 

宗 教 仏教（約 80％）、そのほかにカトリック、カオダイ教、ホアハオ教など 

出典：JETRO HP、ベトナム統計総局、IMF 

 2015 年 2016 年 2017 年 

①実質 GDP 成長率（％） 6.7 6.2 6.8 

②消費者物価上昇率（％） 0.6 2.7 3.5 

③失業率（％） 3.3 3.2 3.2 

④貿易収支（100 万米ドル） -3,537 2,521 2,915 

⑤経常収支（100 万米ドル） 906 8,235 － 

⑥外貨準備高（グロス）（100 万米ド

ル） 
28,250 36,527 － 

⑦対外債務残高（グロス） 

（100 万米ドル） 
77,827 86,952 － 

⑧為替レート（1米ドルにつき、 

ベトナム・ドン、期中平均） 
21,698 21,935 － 

出典：①②③ベトナム統計総局、④通関ベース、⑤⑥⑦⑧世界銀行   
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中国

58,229 

（27.6%）

韓国

46,734 

（22.1%）日本

16,592 

（7.9%）

台湾

12,707 

（6.0%）

タイ

10,495 

（5.0%）

米国

9,203 

（4.4%）

マレーシア

5,860 

（2.8%）

その他

51,284 

（24.3%）

輸入

総輸入額

２１１，１０４

百万米ドル

単位：百万米ドル

 ②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

 ○輸出入額の推移 

 

出典：ベトナム税関総局 

 ○主な貿易相手国 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：ベトナム税関総局 

969 

1,146 

1,321 

1,502 
1,621 

1,766 

2,140 

1,068 
1,138 

1,321 

1,480 

1,656 
1,741 

2,111 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

輸出 輸入

（1億米ドル）

2017 年のベトナムの貿易総額は前年比 21.2％増の 4,251 億ドルとなった。うち、輸出は 2,140 億ドル

（前年比 21.2％増）、輸入は 2,111 億ドル（21.2％増）といずれも増加した。 

2011 年以降、貿易総額は毎年増加傾向である。 

ベトナムからの輸出先は、アメリカが最多で 19.4％、次いで中国（16.6％）、日本（7.9％）と続く。輸

入では中国が最多で 27.6％、次いで韓国が 22.1％、日本が 7.9％である。 

アメリカ

41,608 

（19.4%）

中国

35,463 

（16.6%）

日本

16,841 

（7.9%）
韓国

14,823 

（6.9%）

香港

7,583 

（3.5%）

オランダ

7,106 

（3.3%）

ドイツ

6,364 

（3.0%）

英国

5,424 

（2.5%）

その他

78,807 

（36.8%）

輸出
単位：百万米ドル

総輸出額

２１４，０１９

百万米ドル
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電気機器

5,019 （24.1%）

衣類及び同

附属品

3,800 

（18.3%）
一般機械

1,306 

（6.3%）

その他の雑製品

1,196 

（5.7%）

魚介類及び同調製品

1,172 （5.6%）

はき物

1,067 （5.1%）

家具

841 （4.0%）

織物用糸及び繊維製品

721 （3.5%）

木製品及び

コルク製品

（除家具）

659 

（3.2%）

バッグ類

622 （3.0%）

その他

4,387 

（21.1%

）

ベトナムから日本への輸出

単位：億円

輸入総額

２０，７９１

億円

 ○対日貿易収支の推移 

日本との貿易関係は、2010 年以降毎年、日本からベトナムへの輸出がベトナムから日本への輸出を下回

っており、ベトナムの対日の貿易収支は 2017年で 3,910 億円の赤字である。 

日本からベトナムへの輸出は約 0.6 兆～1.7 兆円、ベトナムから日本への輸出は約 0.7 兆円～2.0 兆円で

推移している。 

 

出典：財務省「貿易統計」 

 ○対日貿易（主要品目別輸出入 上位 10 品目） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財務省「貿易統計」  

 

7,156 7,638 

8,573 
10,294 

12,528 

15,164 
14,106 

16,881 

7,157 

9,199 

12,034 

13,890 

16,307 

18,322 
17,661 

20,791 
(1)

(1,561)

(3,461)
(3,596)

(3,779)

(3,158)

(3,555)

(3,910)

(5,000)

(4,000)

(3,000)

(2,000)

(1,000)

0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

日本からベトナムへの輸出 ベトナムから日本への輸出 貿易収支（右軸）

（億円） （億円）

主要品目別の日本からベトナムへの輸出は、電気機器、一般機械、鉄鋼が半数以上を占めている。ベト

ナムから日本への輸出は電気機器、衣類及び同附属品が約 4割強を占める。 

電気機器

4,404 

（26.1%）

一般機械

3,240 

（19.2%）鉄鋼

1,499 

（8.9%）

織物用糸及

び繊維製品

998 

（5.9%）プラスチック

832 

（4.9%）

輸送用機器

792 

（4.7%）

再輸出品

718 

（4.3%）

その他の雑製品

556 （3.3%）

精密機器類

465 

（2.8%）

金属鉱及びくず

463 （2.7%）
その他

2,914 

（17.3%

）

日本からベトナムへの輸出

単位：億円

輸出総額

１６，８８１

億円
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③在留邦人・日系企業進出状況 

 ○在留邦人の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 ○日系企業進出状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 

 

ベトナムに在留している日本人は、年々増加傾向である。2017 年において世界では 16 番目に日本人が

多い国とされる。 

日本から進出している企業は 2017 年 10 月現在、約 1,800 社を超えている。 

8,543 
9,313 

11,194 
12,254 

13,547 
14,695 

16,145 
17,266 

0

10,000

20,000

30,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人）

981 
1,081 

1,211 
1,309 

1,452 

1,578 

1,687 

1,816 

0

500

1,000

1,500

2,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（社）
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④在留ベトナム人の状況（推移・在留資格及び目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

 

日本国内に在住しているベトナム人は、2012 年に 52,367 人であったが、年々増加を続け、2017 年は

262,405 人となっている。 

兵庫県内に在住しているベトナム人は、2012 年に 4,709 人だったが、2017 年では 14,772 人と増加傾向

にある。 

また、法務省入国管理局 在留外国人統計「在日ベトナム人の在留資格及び目的（2017 年 12 月）」による

と、技能実習（1号・2号）が 47％を占めている。次いで、留学が 28％となっている。 

52,367 

72,256 

99,865 

146,956 

199,990 

262,405 

4,709 5,209 

6,580 
9,029 

11,583 

14,772 

0

10,000

20,000

30,000

0

100,000

200,000

300,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017

在留ベトナム人の推移

全国（左軸）
兵庫県（右軸）

（人） （人）

留学

72,268 

（28%）

技能実習

２号

64,762 

（25%）

技能実習

１号

58,793 

（22%）

技術・人文知識・

国際業務

22,045 （8%）

永住者

14,913 （6%）

家族滞在

11,112 （4%）

その他

18,512 （7%）

在留ベトナム人の在留資格及び目的（2017年12月）

単位：人

総数

２６２，４０５人
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３．アメリカ 

 ①基本情報 

基 本 情 報 

正式名称 アメリカ合衆国 The United States of America 

面 積 
983 万 3,517 平方キロメートル 

（日本の 26倍。うち河川など 68 万 5,924 平方キロメートル） 

人 口 3 億 2,571 万 9,178 人 

1 人当たり GDP 5 万 9,501 米ドル 

首 都 ワシントン D.C. 

公用語 英語 

宗 教 
プロテスタント諸派（51％）、ローマカトリック教会（25％）、ユダヤ教（1％）、 

その他（10％）、無宗教（13％）（2008年時点） 

出典：JETRO HP、IMF、米センサス局 

 2015 年 2016 年 2017 年 

①実質 GDP 成長率（％） 2.9 1.5 2.3 

②消費者物価上昇率（％） 0.1 1.3 2.1 

③失業率（％） 5.3 4.9 4.4 

④貿易収支（100 万米ドル） -761,868 -751,051 -807,495 

⑤経常収支（100 万米ドル） -407,764 -432,873 -449,142 

⑥外貨準備高（100 万米ドル） 106,540 106,291 112,252 

⑦対外債務残高（グロス） 

（100 万米ドル） 
30,892,217 32,242,176 35,524,069 

⑧為替レート 

（1米ドルにつき、対円、期中平均） 
121.04 108.79 112.17 

出典：①④⑤⑦商務省、⑥⑧IMF、②③労働省  
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 ②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

 ○輸出入額の推移 

 

出典：商務省 

 ○主な貿易相手国 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：商務省 

 

14,803 
15,457 15,784 16,205 

15,026 14,510 
15,463 

22,081 22,753 22,684 
23,477 

22,482 
21,876 

23,420 

0

7,000

14,000

21,000

28,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

輸出 輸入

（1億米ドル）

2017 年のアメリカの貿易総額は前年比 6.9％増の 3 兆 8,883 億ドルとなった。うち、輸出は 1 兆 5,463 

億ドル（前年比 6.6％増）、輸入は 2兆 3,420 億ドル（7.1％増）といずれも増加した。 

2016 年は、2014 年以来初の前年比マイナスに転じた 2015 年に続き減少していたが、2017 年は回復に転

じた。 

アメリカからの輸出先は、EU28 が最多で 18.3％、次いでカナダ（18.3％）、メキシコ（15.7 ％）と続く。

輸入では中国が最多で 21.6％、次いで EU28 が 18.6％、メキシコが 13.4％である。 

EU28

283,269 

（18.3%）

カナダ

282,265 

（18.3%）

メキシコ

243,314 

（15.7%）

中南米（メキシコ除く）

150,194 

（9.7%）

中国

129,894 

（8.4%）

ASEAN

77,969 

（5.0%）
中東

74,499 

（4.8%）

日本

67,605 

（4.4%）

その他

237,264 

（15.3%）

輸出
単位：百万米ドル

総輸出額

１，５４６，２７３

百万米ドル

中国

505,470 

（21.6%）

EU28

434,633 

（18.6%）

メキシコ

314,267 

（13.4%）

カナダ

299,319 

（12.8%）

ASEAN

169,790 

（7.2%）

日本

136,481 

（5.8%）

中南米（メキシコ除く）

115,999 

（5.0%）

その他

366,004 

（15.6%）

輸入

総輸入額

２，３４１，９６３

百万米ドル

単位：百万米ドル



 

48 

 

一般機械

12,868 

（15.9%）

電気機器

10,792 

（13.3%）

輸送用機器

5,345 

（6.6%）

元素及び化

合物

4,720 

（5.8%）

精密機器類

4,312 

（5.3%）

医薬品

4,133 

（5.1%）

肉類及び同調

製品

4,088 

（5.1%）

天然ガス及び製造ガス

4,073 （5.0%）

穀物及び同調製品

4,039 （5.0%）

その他の雑製品

2,284 （2.8%）

その他

24,248 

（30.0%

）

アメリカから日本への輸出

単位：億円

輸入総額

８０，９０３

億円

 ○対日貿易収支の推移 

日本との貿易関係は、2010 年以降毎年、日本からアメリカへの輸出がアメリカから日本への輸出を上回

っており、アメリカの対日の貿易収支は 2017年で 7.0 兆円の黒字である。 

日本からアメリカへの輸出は約 10 兆～15 兆円、アメリカから日本への輸出は約 5.9 兆円～8.0 兆円で推

移している。 

 

出典：財務省「貿易統計」 

 ○対日貿易（主要品目別輸出入 上位 10 品目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財務省「貿易統計」  

103,740 100,177 

111,884 

129,282 
136,493 

152,246 

141,429 

151,135 

59,114 59,314 

60,821 
68,148 

75,427 
80,598 

73,221 
80,903 

44,626 40,863 

51,063 

61,134 61,066 

71,648 
68,208 

70,232 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

40,000

80,000

120,000

160,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

日本からアメリカへの輸出 アメリカから日本への輸出 貿易収支（右軸）

（億円） （億円）

主要品目別の日本からアメリカへの輸出は、輸送用機器、一般機械が半数を占めている。アメリカから

日本への輸出は一般機械、電気機器、輸送用機器が約 4 割弱を占める。 

輸送用機器

60,662 

（40.1%）

一般機械

33,991 

（22.5%）

電気機器

20,667 

（13.7%）

再輸出品

7,388 

（4.9%）

その他の雑製品

3,890 

（2.6%）

精密機器類

3,300 （2.2%）

元素及び化合物

2,579 （1.7%）

金属製品

2,464 （1.6%）

鉄鋼

2,134 （1.4%）

プラスチック

1,968 （1.3%）

その他

12,093 

（8.0%）

日本からアメリカへの輸出

単位：億円

輸出総額

１５１，１３５

億円
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③在留邦人・日系企業進出状況 

 ○在留邦人の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 ○日系企業進出状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 

 

アメリカに在留している日本人は、年々増加傾向である。2013～2017 年にかけて世界では 1 番目に日本

人が多い国とされる。 

日本から進出している企業は 2017 年 10 月現在、約 8,600 社を超えている。 

388,457 397,937 
410,973 412,639 414,247 419,610 421,665 426,206 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人）

6,207 

6,792 6,899 
7,193 

7,816 7,849 

8,422 8,606 

0

2,500

5,000

7,500

10,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（社）
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④在留アメリカ人の状況（推移・在留資格及び目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

日本国内に在住しているアメリカ人は、2012 年に 48,361 人であったが、年々増加を続け、2017 年は

55,713 人となっている。 

兵庫県内に在住しているアメリカ人は、2012 年に 2,202 人だったが、2017 年では 2,291 人とやや横ばい

傾向にある。 

また、法務省入国管理局 在留外国人統計「在日アメリカ人の在留資格及び目的（2017 年 12 月）」による

と、永住者と日本人の配偶者等による在日が半数を占めている。次いで、技術・人文知識・国際業務が

ともに 16％、教育が 10％となっている。 

48,361 
49,981 51,256 52,271 

53,705 
55,713 

2,202 2,269 2,251 2,270 2,262 2,291 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

15,000

30,000

45,000

60,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017

在留アメリカ人の推移

全国（左軸）

兵庫県（右軸）

（人） （人）

永住者

16,922 

（30%）

日本人の

配偶者等

9,497 

（17%）

技術・人文知識・

国際業務

8,626 

（16%）

教育

5,812 

（10%）

家族滞在

4,167 （8%）

留学

2,928 （5%）

その他

7,761 

（14%）

在留アメリカ人の在留資格及び目的（2017年12月）

単位：人

総数

５５，７１３人
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４．タイ 

 ①基本情報 

基 本 情 報 

正式名称 タイ王国 Kingdom of Thailand 

面 積 51 万 3,115 平方キロメートル（日本の約 1.4 倍） 

人 口 6,910 万人 

1 人当たり GDP 6,591 米ドル 

首 都 バンコク（タイ語名：クルンテープ・マハナコーン） 

公用語 タイ語 

宗 教 人口の約 95％が上座部仏教、その他イスラム教（4％）、キリスト教（0.6％）など 

出典：JETRO HP、IMF 

 2015 年 2016 年 2017 年 

①実質 GDP 成長率（％） 3 3.3 3.9 

②消費者物価上昇率（％） -0.9 0.2 0.7 

③失業率（％） 0.9 0.8 0.7 

④貿易収支（100 万米ドル） 27 37 32 

⑤経常収支（100 万米ドル） 32 48 48 

⑥外貨準備高（グロス）（10 億米ドル） 1,513 1,662 1,961 

⑦対外債務残高（グロス）（10 億米ド

ル） 
131 132 149 

⑧為替レート 

（1米ドルにつき、バーツ、期中平均） 
34.25 35.3 33.94 

出典：①②③⑤⑥⑦⑧IMF、④タイ銀行（BOT）  
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中国

44,237 

（19.9%）

ASEAN

41,494 

（18.6%）

日本

32,037 

（14.4%）

EU27

20,602 

（9.2%）

米国

14,864 

（6.7%）

台湾

8,130 

（3.6%）

韓国

8,057 

（3.6%）

その他

53,342 

（23.9%）

輸入

総輸入額

２２２，７６３

百万米ドル

単位：百万米ドル

 ②貿易の状況（輸出入額の推移、主な貿易相手国、対日貿易） 

 ○輸出入額の推移 

 

出典：タイ商務省 

 ○主な貿易相手国 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：タイ商務省 

  

2,288 2,292 2,285 2,275 
2,144 2,154 

2,367 
2,285 

2,500 2,507 

2,277 

2,027 
1,942 

2,228 

0

1,000

2,000

3,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

輸出 輸入

（1億米ドル）

2017 年のタイの貿易総額は前年比 12.2％増の 4,595 億ドルとなった。うち、輸出は 2,367億ドル（前年

比 9.9％増）、輸入は 2,228 億ドル（14.7％増）といずれも増加した。 

2016 年は、2013 年以来初の前年比マイナスに転じた 2015 年に続き減少していたが、2017 年は回復に転

じた。 

タイからの輸出先は、ASEANが最多で 25.2％、次いで中国（12.4％）、米国（11.2％）と続く。 

輸入では中国が最多で 19.9％、次いで ASEAN が 18.6％、日本が 14.4％である。 

ASEAN

59,664 

（25.2%）

中国

29,443 

（12.4%）
米国

26,537 

（11.2%）

EU27

23,700 

（10.0%）

日本

22,310 

（9.4%）

香港

12,308 

（5.2%）

その他

62,732 

（26.5%）

輸出
単位：百万米ドル

総輸出額

２３６，６９４

百万米ドル
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電気機器

6,425 

（25.2%）

一般機械

3,293 

（12.9%）

肉類及び同調

製品

2,118 

（8.3%）

輸送用機器

1,288 

（5.0%）

その他の雑製品

1,078 （4.2%）

魚介類及び同調製品

1,074 （4.2%）

プラスチック

1,013 （4.0%）

金属製品

892 （3.5%）

精密機器類

865 （3.4%）

衣類及び同附属品

650 （2.5%）

その他

6,807 

（26.7%）

タイから日本への輸出

単位：億円

輸入総額

２５，５０２

億円

○対日貿易収支の推移 

日本との貿易関係は、2010年以降毎年、日本からタイへの輸出がタイから日本への輸出を上回っており、

タイの対日の貿易収支は 2017年で 7,502 憶円の黒字である。 

日本からタイへの輸出は約 2.9兆～3.5兆円、タイから日本への輸出は約 1.8 兆円～2.5 兆円で推移して

いる。 

 

出典：財務省「貿易統計」 

 ○対日貿易（主要品目別輸出入 上位 10 品目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：財務省「貿易統計」  

29,937 29,885 

34,889 35,072 
33,198 33,863 

29,744 

33,004 

18,400 19,532 

18,857 21,503 

22,995 
24,718 

21,897 

25,502 
11,537 10,353 

16,032 
13,569 

10,203 
9,145 

7,847 7,502 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

日本からタイへの輸出 タイから日本への輸出 貿易収支（右軸）

（億円） （億円）

主要品目別の日本からタイへの輸出は、一般機械、電気機器、鉄鋼が半数を占めている。タイから日本

への輸出は電気機器、一般機械が約 4割弱を占める。 

一般機械

7,097 

（21.5%）

電気機器

6,666 

（20.2%）

鉄鋼

4,410 

（13.4%）

輸送用機器

3,496 

（10.6%）

再輸出品

1,750 （5.3%）

非鉄金属

1,311 （4.0%）

プラスチック

1,123 （3.4%）

金属製品

1,120 （3.4%）

元素及び化合物

874 （2.6%）

精密機器類

853 （2.6%）
その他

4,304 

（13.0%

）

日本からタイへの輸出

単位：億円

輸出総額

３３，００４

億円
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③在留邦人・日系企業進出状況 

 ○在留邦人の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 ○日系企業進出状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 

 

 

タイに在留している日本人は、年々増加傾向である。2017 年は世界では 4番目に日本人が多い国とされ

る。 

日本から進出している企業は 2017 年 10 月現在、約 3,900 社を超えている。 

47,251
49,983

55,634
59,270

64,285
67,424

70,337
72,754

0

30,000

60,000

90,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人）

1,370 1,363 1,469
1,580 1,641 1,725 1,783

3,925

0

1,250

2,500

3,750

5,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（社）
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永住者

19,719 （39%）

日本人の

配偶者等

7,144 

（14%）

留学

4,551 （9%）

技能実習２号

4,503 （9%）

技能実習1号

3,927 （8%）

定住者

3,861 （8%）

その他

6,474 

（13%）

在留タイ人の在留資格及び目的（2017年12月）

単位：人

総数

５０，１７９人

④在留タイ人の状況（推移・在留資格及び目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」 

日本国内に在住しているタイ人は、2012年に 40,133 人であったが、年々増加を続け、2017 年は 50,179

人となっている。 

兵庫県内に在住しているタイ人は、2012 年に 684 人だったが、2017 年では 932 人と増加傾向にある。 

また、法務省入国管理局 在留外国人統計「在日タイ人の在留資格及び目的（2017年 12 月）」によると、

永住者と日本人の配偶者等による在日が半数以上を占めている。次いで、技能実習（1号・2号）が 17％、

留学が 9％となっている。 

40,133 41,208 
43,081 

45,379 
47,647 
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735 
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0
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１．海外展開 

カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

情報収集 

開発途上国情報全般 

開発途上国について、各国の

ビジネス環境情報や途上国

で求められている技術・製品

に関する課題（ニーズ）など

を紹介。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（独）国際協力機構 JICA 関西  

神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

TEL:078-261-0341 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

途上国行政官等との

ネットワーク構築 

JICA 関西が実施する研修コ

ースに参加している途上国

行政官による自国事情紹介

セミナーを実施。（投資、知

的財産関連諸制度、環境、エ

ネルギー分野等）随時、JICA

関西 HP やメルマガにて案

内。 

JICA 関西企業向け 

メールマガジン 

途上国でのビジネスについ

てのセミナー情報や、支援制

度の募集案内等を配信。 

（月 2 回程度配信） 

相談 

アドバイス 

JICA 関西コラボ 

デスク 

途上国でのビジネスを検討

している企業に対し、現地情

報の提供や進出に向けたご

相談に対応。 

セミナー 

研修 

JICA 関西コラボ 

デスクセミナー 

ベトナム、ミャンマー、イン

ドネシア等のアジア、アフリ

カ諸国のビジネス環境情報

や、水、環境、農業など途上

国での各分野のニーズに関

するセミナーを開催。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

 

基礎調査 

（対象者） 

中小企業、中小企業団体の一

部組合 

（調査経費） 

上限： 

1 件あたり原則 850万円 

（調査期間） 

数ヶ月～1年程度 

（独）国際協力機構 JICA 関西  

神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

TEL:078-261-0341 

 

案件化調査 

（対象者） 

中小企業、中小企業団体の一

部組合 

（調査経費） 

上限： 

1 件あたり 3,000 万円（機材

の輸送が必要な場合は、

5,000 万円） 

（調査期間） 

数ヶ月～1 年程度  
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

 

 

普及・実証事業 

途上国の社会経済の課題解

決に貢献できる中小企業の 

製品・技術を、当該国での現

地適合性を検証するための

実証活動を通じ、その普及方

法を検討する事業を支援。 

（独）国際協力機構 JICA 関西  

神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

TEL:078-261-0341 

 

途上国の課題解決型

ビジネス（SDGｓビジ 

ネス）調査 

（対象者） 

日本国登記法人 

（調査経費） 

上限： 

1 件あたり 5,000 万円  

（調査期間） 

最大 3 年間 

開発途上国の社会・

経済開発のための民

間技術普及促進事業 

日本での視察や現地でのセ

ミナー、実証活動等を通じ

て、途上国政府関係者へ日本

の民間企業が持つ優れた製

品、技術、システムの理解を

促します。それにより、途上

国関係者との間に人的ネッ

トワークが形成され、技術の

知識が深まることで、民間企

業の海外進出展開が期待さ

れる。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

情報収集 

海外ビジネス情報 

世界各国の概況、政治・経済

動向および貿易・投資に関す

る制度の最新情報を提供。ま

た、調査レポートや経済指

標、貿易・投資統計も国別に

収録し、海外ビジネスに必要

な情報を簡単かつスピーデ

ィーに入手することが可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界の 

ビジネスニュース 

（通商弘報） 

世界の最新政治・経済動向

を、日刊で提供。過去の記事

検索も可能。 

海外 

ミニ調査サービス 

現地企業のリストアップや

現地小売価格調査等、海外ビ

ジネスの参考になる簡易な

調査を JETRO 海外事務所に

て実施。 

見本市情報 

（J-messe) 

世界の最新見本市・展示会情

報のデータベースを、インタ

ーネットで提供。業種・開催

地・会期等により検索可能な

他、展示会場のデータや見本

市動向も閲覧可能。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

海外 

コーディネーターに

よる輸出支援相談 

サービス 

ジェトロが海外に配置する

各分野の専門家（海外コーデ

ィネーター）が、お客様の海

外ビジネス展開に関するお

問い合わせについて、現地の

感覚・目線で回答。＜国内＞ 

（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

 

貿易投資相談 

経験豊かなアドバイザーが

電話、Eメール、個別面談に

より海外ビジネスに関する

さまざまな相談に対応。 

＜国内＞ 

輸出有望案件発掘 

支援事業 

優れた技術力やオンリーワ

ン商品など、有望な製品を持

っていながらこれまで輸出

経験がない、あるいは輸出ビ

ジネスに本格的に取り組ん

でこなかった中小企業（原則

製造）・製品（日本製に限る）

を全国から発掘・選定し、海

外販路開拓戦略、販路選定、

事業者とのマッチング、契約

サポート等を一貫して支援

（専門家による海外への商

談随行支援も含む）。 

海外ブリーフィング

サービス 

中小企業経営者等が海外出

張する際に、ジェトロの海外

事務所にて現地の一般経済

情報や商習慣・法人設立手続

き等の基礎情報について情

報提供。＜海外＞ 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 
国際認証等取得支援 

海外市場への参入に際して

は、製品によっては ISO など

の規格や UL、NSF、CE マーク

などの民間認証等が必要と

なる場合がある。 UL（米安

全機関）、TÜV（独第 3 者認

証機関）などの第 3 者認証機

関からの認証や FDA（米食品

医薬品局）の承認取得に関

し、豊富な経験を有する専門

家が訪問・メール等で認証等

取得に向けた相談に対応。 
（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

 

海外 

展示会 

商談会 

地域間交流支援

（RIT）事業 

国内の業界団体・支援機関

と、海外の業界団体・支援機

関との間のビジネス開拓を

目的とした交流を支援し、最

終的には国内企業の海外企

業とのビジネスに繋げるこ

とを目指す。支援策として、

ジェトロ海外事務所ネット

ワークを活用した海外調査、

海外ミッション派遣、有力企

業・有識者招聘、国内研究開

催などを実施。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

海外 

展示会 

商談会 

海外展示会出展支援 

主に中小企業の国際化、販路

開拓等を支援するため、世界

的に影響力のある展示会・見

本市へ参加、あるいはジェト

ロが展示会を主催し、出展す

る企業のスペース代、基本装

飾代、輸送費等のコストが軽

減される。また、展示会主催

者とのやり取りや展示会場

でのアテンダントによるサ

ポート等の支援（補助・支援

内容は展示会によって異な

る）。 
（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

セミナー 

研修 

国別・分野別海外 

ビジネスセミナー 

基礎的な貿易取引の知識、輸

出入の実務、海外の最新の経

済動向、投資環境などに関す

る様々なセミナーを随時開

催。＜国内＞ 

貿易実務 

オンライン講座 

貿易実務の基礎から、輸出入

に必要な知識、英文契約書作

成のノウハウ等を、アニメー

ションを活用して分かりや

すく説明、習得できる学習講

座を提供。オンラインによる

学習なので受講者自身のペ

ースで学習可能。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

セミナー 

研修 

中小企業 

海外ビジネス 

人材育成支援事業 

中小企業の海外ビジネス担

当者を対象に、海外の市場情

報や制度情報の集め方、海外

バイヤーとのコミュニケー

ション方法などの学習に加

え、グループワークを通した

海外ビジネス戦略・方針の策

定、海外でのフィールドワー

クによる市場調査経験（初

級）や実践的な現場研修（上

級）ができるプログラムを提

供。 

（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

補助金 

助成金 

中小企業等 

海外出願・侵害対策

支援事業 

模倣品・海賊版の製造元や流

通経路の特定、市場での販売

状況等の現地調査を手配す

るとともに、その調査及び一

部の権利行使等にかかった

経費の 2/3（上限額：500 万

円）をジェトロが負担。 

海外 

サポート 

海外ビジネス 

サポートセンター 

現地でのビジネス立ち上げ

に必要なオフィス機能（ハー

ド）を提供するだけでなく、

投資制度情報や投資のノウ

ハウ（ソフト）を融合させた

ワンストップサービスを提

供。海外へのビジネス進出を

検討している中堅・中小企業

の方等、情報提供やコンサル

テーションサービスを提供。

＜海外＞ 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

海外 

サポート 

BOP/ボリューム 

ゾーン・ビジネス 

支援サービス 

途上国の低～中所得者層を

対象とした製品・サービスで

新たに市場参入を検討して

いる日本企業を対象に、現地

事情に精通する海外コーデ

ィネーターを活用し、現地の

規制・市場情報の収集やビジ

ネスアイデアの検証からビ

ジネスの具体化に向けたパ

ートナー候補の発掘まで一

貫して支援。 

（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

その他支援

サービス 

トレード・タイアッ

プ・プロモーショ

ン・プログラム

（TTPP） 

データベース 

提供事業 

ユーザー登録をすると、海外

や日本の企業が登録した

30,000 件の「商品・部品の輸

出入」、「業務提携」、「技

術交流」などの幅広い分野の

ビジネス案件を無料で検索、

閲覧可能。そして希望に合っ

た相手企業に直接コンタク

トしたり、自身のビジネス案

件を広く紹介し、自社製品の

広報、取引企業探しに活用が

可能。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

その他支援

サービス 

日本産農林水産物・

食品輸出マッチング

サイト（JAFEX） 

ジェトロが運用する TTPP 内

に、日本産農林水産物・食品

の輸出促進に特化したマッ

チングサイト 

「JAFEX(JapanAgricultural 

& FoodstuffExports」を開

設。ユーザー情報と売りたい

案件を登録すれば、その商品

情報を世界に発信可能。ま

た、日本産農林水産物・食品

に関心を持つ海外バイヤー

情報を日本語で検索し、簡単

にコンタクトすることが可

能。 （独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 
その他支援

サービス 

中小企業商標 

先行登録調査・相談 

海外への進出を考えている

中小企業を対象に、海外展開

予定国における商標先行登

録状況を調査し、報告書を作

成、法的観点を含めた助言を

行う。 

その他支援

サービス 

新輸出大国 

コンソーシアム 

政府系機関、地域の金融機関

や商工会議所など国内各地

域の企業支援機関が幅広く

結集し、ジェトロは、コンソ

ーシアムの事務局として取

りまとめ機能を担う一方、企

業の海外展開を支援してき

た公共機関として一層きめ

細かい支援を提供。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

その他支援

サービス 
ロシア展開支援事業 

ロシアの事情・実務に精通し

た「ロシア・ビジネス支援専

門家」が、お客様の製品・サ

ービスや会社の状況に合わ

せて、戦略策定、情報収集、

事業計画書の作成、商談の立

会い、契約締結、登記、立ち

上げ等について、継続的にサ

ポート。 

（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 

情報収集 海外ビジネスナビ 

海外展開を検討・実施してい

る中小企業の皆様に、海外へ

の事業展開に関する実務情

報・取組み事例をタイムリー

に掲載。 
 

 

 

（独）中小企業基盤整備機構  

近畿本部  

大阪府大阪市中央区安土町 2-3-13 

大阪国際ビルディング 27 階 

TEL:06-6264-8611 

 

 

情報収集 
J-GoodTech 

(ジェグテック） 

日本の中小企業がもつ技術・

製品・サービスと国内外の信

頼できる企業をつなぐビジ

ネス・マッチングサイト。 

相談 

アドバイス 

国際化 

支援アドバイス 

（個別相談） 

海外の販路開拓支援など、海

外ビジネスに悩みを持つ中

小企業者に対し、豊富な実務

知識・経験・ノウハウを持つ

海外ビジネスの専門家がア

ドバイスをする公的サービ

ス。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

ヱビス・カフェ 

カフェのようなリラックス

した雰囲気の中で、設けられ

た実践的なテーマ・問いに対

して、参加者同士が想いや考

えをシェアし、「気づき」を

得ることを目的とする。 

（独）中小企業基盤整備機構  

近畿本部  

大阪府大阪市中央区安土町 2-3-13 

大阪国際ビルディング 27 階 

TEL:06-6264-8611 

EC(e コマース）支援 

中小機構では eコマース（電

子商取引）に取り組む中小企

業・小規模事業者の支援を行

う。海外向け（越境 EC）のニ

ーズにも対応したイベント・

セミナー等を開催。 

国内 

展示会 

商談会 

海外 CEO 商談会 

日本企業との連携を希望す

る海外企業経営者等を招聘

し、海外展開を目指す中小企

業者との交流及びビジネス

マッチングを行う事業を実

施。 

セミナー 

研修 

中小企業海外展開 

セミナー 

（講師派遣） 

中小企業支援機関・団体、金

融機関と共催で、国際化に関

心をもつ中小企業者を対象

に、海外の販路開拓支援等に

必要な情報を提供。講師に

は、中小機構の登録アドバイ

ザーの派遣が可能。出張相談

の同時開催にも対応。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

セミナー 

研修 

中小企業 

海外展開セミナー 

（中小機構主催） 

国際化に関心をもつ中小企

業者を対象に、海外の販路開

拓支援等に必要な情報を提

供。 

（独）中小企業基盤整備機構  

近畿本部  

大阪府大阪市中央区安土町 2-3-13 

大阪国際ビルディング 27 階 

TEL:06-6264-8611 
補助金 

助成金 

戦略的知財活用型 

中小企業海外展開 

支援事業 

（予定） 

高い技術力を有する中小企

業の海外展開を戦略的に支

援するため、経営、知財、海

外ビジネス等の各分野の専

門家が、戦略策定や課題解決

に係るコンサルティングを

複数年にわたり行う。また、

海外における特許権の出願

に要する費用を複数年助成

支援。 

相談 

アドバイス 

ひょうご海外 

ビジネスセンター 

 

県内企業の海外における販

路拡大や拠点設立に関する

相談等に対応。アジア 10 都

市に設置する「ひょうご国際

ビジネスサポートデスク」

や、「兵庫県香港経済交流事

務所」など兵庫県海外事務所

等を活用し、海外事業展開を

支援。ＦＳ助成金やセミナ

ー、ミッション派遣等も実

施。 

 

 

 

 

 

（公財） 

ひょうご産業活性化センター 

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センタービル 4階 

TEL:078-271-8402 

 

 

 

 

 

 



 

70 

 

カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

セミナー 

研修 

中小企業海外展開 

支援セミナー 

アジア 10 都市に設置のひょ

うご国際ビジネスサポート

デスクはじめ、国内支援機

関・在日外国支援機関等との

連携により、アジア・欧米・

アフリカ等の現地情報の提

供や個別企業の相談対応を

行うセミナーを開催。 

（公財） 

ひょうご産業活性化センター 

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センタービル 4階 

TEL:078-271-8402 

 

補助金 

助成金 

中小企業海外展開 

支援事業助成金 

兵庫県内の中小企業の海外

展開に関する実現可能性調

査（F/S）に対して経費の一

部を助成。 

（補助上限額） 

100 万円 

（対象経費の 1/2 以内） 

セミナー 

研修 

海外貿易に必須の貿

易、英語、マーケテ

ィングに関するセミ

ナー（9-10月） 

検定試験及び研修 

平成 6 年（1994 年）度から

（独）日本貿易振興機構（ジ

ェトロ）が実施してきた貿易

アドバイザー試験を平成 20

年（2008 年）度より継承。海

外取引における国内最高峰

の試験を実施。試験科目の 3

分野について、実務に即した

セミナーを 9-10 月に大阪に

て開催。社内海外事業要員へ

の研修・貿易実務・マーケテ

ィング・現地事情・異文化コ

ミュニケーションを行う。 

 

（一社）貿易アドバイザー協会

（AIBA） 

東京都千代田区神田駿河台 1-8-11 

東京ＹＷＣＡ会館 301 号 

TEL:03-3291-2223 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

情報収集 
新興国等知財情報 

データバンク 

新興国等でのビジネスに関

わる我が国企業の法務・知財

担当者等を対象に、各国の知

財情報を幅広く提供してお

り、今後のビジネスで発生し

得る、海外知財リスクを軽減

又は回避しうる情報の発信

を目指す。各国知的財産制度

に加え、誤訳事例や訴訟対

策、ライセンス等に関する実

務情報を集め、掲載。 

（独）工業所有権情報・研修館

（INPIT）大阪大阪市北区大深町 3-1 

グランフロント大阪 

ナレッジキャピタルタワーC9階

TEL:06‒6147‒2811 

相談 

アドバイス 

知財総合支援窓口 

全国 47 都道府県に設置して

いる知財総合支援窓口にお

いて、アイデア段階から事業

展開・海外展開まで、知的財

産に関する様々な悩み・課題

に関するご相談をお受けし、

ワンストップで課題解決を

支援。 

海外知的財産 

プロデューサー 

企業での豊富な知的財産経

験・海外駐在経験を有する知

的財産の専門家が、全国各地

に訪問し、海外ビジネス展開

に応じた知的財産リスクや

その具体的対策、知的財産の

管理・活用（外国出願戦略や

海外進出にかかるライセン

ス・合弁等の契約書における

留意点等）に関するアドバイ

ス・支援を行う。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

情報収集 

イベント情報 

近畿管内で開催されるセミ

ナー・講演会や、募集を開始

した国際展示会・商談会・ミ

ッション派遣などの最新情

報を掲載。 

 

 

近畿経済産業局 

大阪市中央区大手前 1-5-44 

大阪合同庁舎 1号館 2,3,5 階 

TEL:06-6966-6000 

 

 

海外展開 

info メールマガジン 

国際ビジネスに関心をもっ

ている方、または企業の海外

進出を支援している方を中

心に、原則として第 1・3 金

曜日に送付。 

補助金 

助成金 

中小企業等 

外国出願支援事業 

地域の中小・ベンチャー企業

等の戦略的な外国出願を促

進するため、外国への特許等

の出願に要した費用の一部

（翻訳料、外国出願料、現地

代理人費用など）を支援。※

支援は、近畿管内では各府県

及び京都市の中小企業支援

センター等のほか、全国実施

機関の日本貿易振興機構に

おいて行う。 

（補助率） 

1/2 以内 

（出願内容や企業毎の上限

額あり。）事業の詳細は、支

援を行う各中小企業支援セ

ンター等が決定。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

戦略的基盤技術 

高度化支援事業 

中小企業・小規模事業者が大

学・公設試等の研究機関等と

連携して行う、製品化につな

がる可能性の高い研究開発、

試作品開発等及び販路開拓

への取り組みを支援。 

（補助額） 

単年度 4,500 万円以下、 

3年間の合計で9,750万円以

下 

（補助率） 

大学・公設試等 定額、中小

企業・小規模事業者等 2/3

以内 近畿経済産業局 

大阪市中央区大手前 1-5-44 

大阪合同庁舎 1号館 2,3,5 階 

TEL:06-6966-6000 

ふるさと名物応援 

事業補助金 

（地域産業資源活用 

事業） 

中小企業地域資源活用促進

法の認定を受けた事業計画

に従って行われる、単独又は

複数の中小企業者による地

域資源を活用した商品又は

サービスの開発及びその販

路開拓等の事業に必要な経

費の一部を補助。 

（補助上限額） 

500 万円 

（4 者以上の共同申請案件

の場合には 2,000 万円） 

（補助率） 

1/2 以内（4 者以上の共同申

請案件の場合には、2/3 以内 

※1回目限り） 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

ふるさと名物応援 

事業補助金 

(農商工等連携事業) 

農商工等連携促進法の認定

を受けた事業計画に従い、中

小企業者と農林漁業者とが

有機的に連携し、それぞれの

経営資源を有効に活用して

行う新商品、新サービスの試

作開発及び販路開拓等に係

る経費の一部を補助。 

（補助上限額） 

500 万円（機械化・IT 化案件

の場合には 、1,000 万円※1

回目限り） 

（補助率） 

1/2 以内（機械化・IT 化案件

の場合には 、2/3以内※1回

目限り） 

 

近畿経済産業局 

大阪市中央区大手前 1-5-44 

大阪合同庁舎 1号館 2,3,5 階 

TEL:06-6966-6000 

ふるさと名物応援 

事業補助金 

（JAPAN ブランド育成 

支援事業） 

 

複数の中小企業等が連携し

て、優れた素材や技術等を活

かし、その魅力をさらに高

め、世界に通用するブランド

力の確立を目指す取組みに

要する経費の一部を補助。 

【戦略策定支援】 

補助上限額：200 万円 

（補助率：2/3 以内）  

【ブランド確立支援】 

補助上限額：2,000 万円 

（補助率：2/3 以内(1、2 年

目）、1/2 以内（3 年目）) 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

商業・サービス 

競争力強化連携支援

事業 

（新連携支援事業） 

中小企業等経営強化法の認

定を受けた事業計画に従い、

異分野の中小企業同士が連

携して行う新商品、新サービ

スの開発等に係る経費の一

部を補助。 

（補助上限額） 

3,000 万円（初年度） 

（補助率） 

1/2 以内 

（IoT、AI 等先端技術活用案

件の場合には、2/3以内） 近畿経済産業局 

大阪市中央区大手前 1-5-44 

大阪合同庁舎 1号館 2,3,5 階 

TEL:06-6966-6000 

Challenge Local 

Cool Japan in パリ 

パリで日本の商品を取り扱

うショールーム「maison wa

（メゾン・ワ）」に、日本ら

しい伝統・文化・技術等を背

景にした魅力あるクールジ

ャパン商品をまとめて陳列

し、原則 1年間、常設展示及

びテストマーケティング支

援を行う取組。 

プロジェクト参加費： 

（1年の場合） 

32,400 円/月 

（半年の場合） 

37,800 円／月 ※税込 

セミナー 

研修 
セミナー、商談会等 

 

関西の経済界・行政等が連携

して農林水産物・加工食品の

輸出拡大を進めており、セミ

ナーや商談会を実施。 

 

近畿農政局 

京都市上京区西洞院通 

下長者町下る丁子風呂町 

TEL:075-451-9161 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

輸出に取り組む 

事業者向け対策事業 

農林水産物・食品の輸出に取

り組む団体等を対象に、輸出

戦略に基づく品目及び国・地

域について、輸出拡大に向け

て明確な目標を設定し、戦略

に沿った輸出拡大の取組に

対して支援。 

（補助率） 

1/2 以内 

近畿農政局 

京都市上京区西洞院通 

下長者町下る丁子風呂町 

TEL:075-451-9161 

 

食料産業・6次産業化

交付金のうち 

加工・直売 

農林漁業者等と食品事業者、

流通業者等の多様な事業者

がネットワークを構築して

行う新商品開発・製造、販路

開拓等の取組を支援。 

（補助率） 

1/3 以内（市町村戦略に基づ

く取組は 1/2 以内） 

その他支援

サービス 

諸外国向け 

輸出証明書相談窓口 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生

した福島県内での原発事故

を受けて諸外国・地域が実施

している輸入規制強化に伴

い、日本から食品等を輸出す

る際に必要な証明書につい

ての情報を提供。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

小規模事業者 

持続化補助金 

小規模事業者がビジネスプ

ランに基づいた経営を推進

していくため、商工会議所と

一体となって経営計画を作

成し、販路開拓や生産性向上

に取り組む費用等を支援。 

【海外展開の取組の場合】 

補助上限額：100 万円 

（補助率：2/3 以内） 

上記取組以外 

補助上限額：50 万円 

（補助率：2/3 以内） 

日本商工会議所 

東京都渋谷区千駄ヶ谷 3-11-8 

TEL:03-6447-1691 

情報収集 

大商 

メールステーション 

大阪商工会議所が開催する

イベント等のご案内を随時

送付。（海外情報にご関心の

方は、関心項目に「海外情報・

貿易」を登録。） 

大阪商工会議所 

大阪市中央区本町橋 2-8 

TEL:06-6944-6520 

 

アセアン事業展開 

関心企業プラット 

フォーム 

 

大阪商工会議所のネットワ

ークを活用し、アセアン諸国

への新規進出、あるいはアセ

アン域内の複数国展開（二次

進出）にご関心の方に、最新

経済状況や投資制度に関す

る情報提供、企業間ネットワ

ーク支援、投資視察団等につ

いて案内。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

中国・新興国 

ビジネス会計 

会員を中心とした大阪企業

の中国・新興国でのビジネス

をサポートするため、個別相

談に応じるほか、セミナー・

商談会の開催、専門機関の紹

介等を行う。 

原則無料（会員優先） 

大阪商工会議所 

大阪市中央区本町橋 2-8 

TEL:06-6944-6520 

国内 

展示会 

商談会 

メイド・イン・ジャ

パン海外販路開拓市 

【グローバル市場開拓プロ

ジェクト】 

成長著しい海外市場の需要

を取り込むため、アジアをは

じめとする世界の新興国よ

り日本製品の買い付けに意

欲のあるバイヤーを招聘し、

在阪企業との商談会を設定。 

セミナー 

研修 

投資セミナー、 

国際ビジネス実務 

セミナー 

【グローバル市場開拓プロ

ジェクト】 

各国投資情報をはじめ、語

学・貿易・税務・人事などの

知識提供を行う他、テーマ別

に勉強会を開催。 

海外ビジネスワンス

トップサービス事業 

 

海外進出しようとする、もし

くは既に進出した中小企業

にとって必要な知識を体系

的に学ぶ勉強会をテーマ、国

別に実施。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

セミナー 

研修 

外国人留学生の 

採用支援 

留学生の採用手続きや労務

管理等に関するセミナー・交

流会を開催。また、留学生の

採用意欲があるものの、これ

まで採用経験がない企業に

は、就業体験に取り組む「イ

ンターンシップ」の実施を呼

びかける。さらに、留学生を

対象とした「合同企業説明

会」を開催。 

大阪商工会議所 

大阪市中央区本町橋 2-8 

TEL:06-6944-6520 

海外シルバー 

産業展開支援事業 

日本の介護・福祉関連産業の

海外展開を支援し、アジアで

顕在化する高齢化関連需要

を取り込むため、海外の企業

や行政機関との交流を促進

する「日本－アジア・シルバ

ー産業連携促進プラットフ

ォーム」において、海外展示

商談会への出展や視察団の

派遣、人材交流等を実施。 

その他支援

サービス 

貿易関係証明発給

（一般・特定原産地 

証明他） 

貿易に必要な各種証明関係

の発給を行う。 

情報収集 
国際ビジネス 

メールマガジン 

 

関西で開催される国際ビジ

ネス関係のセミナー・商談

会・見本市等の情報をメール

配信します。 

 

 

神戸商工会議所 

神戸市中央区港島中町 6-1 

TEL:078-303-5801 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

国際ビジネス支援 

総合窓口 

貿易や海外取引の手続き、ト

ラブルが発生したときの対

応等について、専門相談員よ

りアドバイスします。 

神戸商工会議所 

神戸市中央区港島中町 6-1 

TEL:078-303-5801 

 

海外 

サポート 

海外展開英文ツール

作成支援事業 

海外ビジネス展開を検討し

ているが、効果的な英文版の

販促ツールが無い企業を対

象に、海外ビジネス経験豊富

な企業 OB が英文販促ツール

の作成を支援。 

（有料） 

その他支援

サービス 

貿易関係証明発給

（一般・特定原産地 

証明他） 

貿易に必要な各種証明関係

の発給を行う。 

相談 

アドバイス 

国際化アドバイザー

制度 

（播磨国際協議会） 

初めての海外進出や海外ビ

シネス拡大を検討している

地元中小企業を対象に、既に

海外進出をし、現地における

様々な経験やノウハウを持

った播磨国際協議会会員企

業が、無料でアドバイスを実

施。 

姫路商工会議所 

姫路市下寺町 43 

TEL:079-222-6001 

その他支援

サービス 

貿易関係証明発給

（一般原産地証明 

他） 

貿易に必要な各種証明関係

の発給を行う。 

情報収集 

神戸市海外 

ビジネスセンター 

「お役立ち情報」 

コーナー 

ASEAN10 カ国、中国、インド

などアジア投資情報などの

資料を提供。 

 

神戸市 

神戸市中央区加納町 6-5-1 

TEL:078-331-8181 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

中国等ビジネス 

法律・会計・ 

税務相談の開催 

法律・会計・税務の専門家が、

地元企業が抱える中国・香

港・ベトナム及びミャンマー

ビジネスに関連する相談に

個別に対応。 

神戸市 

神戸市中央区加納町 6-5-1 

TEL:078-331-8181 

神戸市海外 

ビジネスセンター 

登録アドバイザーの

派遣 

神戸市内の企業から神戸市

海外ビジネスセンターで海

外展開前から展開後までの

相談をうけ、相談内容（国、

分野）に応じて、適切なアド

バイザーを派遣。 

海外 

展示会 

商談会 

海外販路開拓等支援 

神戸市内に本社・主たる事業

所を置く企業の海外での販

路開拓、業務提携、部材購入

等を支援。 

セミナー 

研修 

海外ビジネス 

セミナー 

経済成長が著しい新興国等

に関するビジネスセミナー

を開催し、最新の経済情報を

提供し、地元中小企業の海外

ビジネス展開を支援。 

相談 

アドバイス 

海外展開相談窓口

（ジェトロ神戸） 

「海外展開相談窓口」と「海

外展開訪問相談」の 2種類の

海外展開相談事業を実施。 

 

 

姫路市 産業振興課 

姫路市安田 4-1 本庁舎 9階 

TEL:079-221-2506 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

国内 

展示会 

商談会 

食品輸出商談会 

日本産食材の輸入に関心を

持つ、シンガポール・マレー

シアのバイヤー計 3 名を招

き、事前マッチング型の商談

会を開催。 

姫路市 産業振興課 

姫路市安田 4-1 本庁舎 9階 

TEL:079-221-2506 

 
補助金 

助成金 

ものづくり 

販路拡大支援事業 

海外で開催される見本市等

に出展する場合に、出展料等

の経費の一部を補助。 

（補助額）展示会出展  

100 万円（海外） 

（補助率） 

1/2 以内 

外国語ホームページ

新規作成支援事業 

市内の中小企業者が、自社製

品や自社技術の海外への市

場開拓及び受注拡大並びに

外国人観光客誘致のための

情報発信力の強化を図るこ

とを支援するため、外国語ホ

ームページの新規作成費用

の一部を助成。 

（補助上限額） 

10 万円 

（補助率） 

1/2 以内 

相談 

アドバイス 
海外展開支援 

 

全国 152 の支店にて、専門の

担当者が、①「情報提供」と

②「ご融資」の両面から、海

外での事業展開を考えてい

るみなさまを積極的にバッ

クアップ。 

 

 

 

㈱日本政策金融公庫 

姫路市忍町 200 

TEL:079-225-0571 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

海外 

展示会 

商談会 

海外交流会 

（中国上海） 

海外ビジネス商談会

（日タイビジネス商 

談会） 

ASEAN および中国の主要都

市において、取引先現地法人

を対象とした交流会を定期

的に開催し、現地法人間の交

流および情報交換の機会を

提供。販売先や仕入先等のビ

ジネスパートナーをお探し

の方へのマッチングサービ

スを行う。 

㈱日本政策金融公庫 

姫路市忍町 200 

TEL:079-225-0571 

 

資金調達 

企業活力強化貸付

（海外展開・事業再 

編資金） 

経済の構造的変化に適応す

るために海外展開をするこ

とが経営上必要な企業に対

し、海外での事業の開始又は

拡大に必要な事業資金を融

資。 

相談 

アドバイス 

海外展開 

サポートデスク 

貿易投資センター 中国（上

海・香港）、タイ、バンコク、

インドネシア、ベトナム、北

米（ニューヨーク支店） 
 

 

㈱商工組合中央金庫 

姫路市総社本町 111 

TEL：079-223-8431 

 
資金調達 

成長・創業支援 

プログラム 

 

政府が掲げる「日本再興戦

略」「産業構造ビジョン２０

１０」及び、日本銀行の「成

長基盤強化に向けた取組み」

を受けて、「アジア展開」等、

成長戦略分野で成長を目指

す中小企業の皆様を支援。 
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カテゴリー 支援名称 支援内容 問合せ先 

海外 

サポート 

海外展開支援 

（オーバーシーズ 

21） 

海外進出に伴い必要となる

設備資金・運転資金（海外現

地法人への貸付金、出資金）、

海外現地法人の必要とする

設備資金・運転資金を融資。

現地金融に係る保証、親子間

の資本取引、貿易取引に加

え、商工中金の海外拠点など

を活用した海外進出支援、海

外投資ガイドなどの情報提

供も行う。融資にあたっては

商工中金所定の審査あり。 

㈱商工組合中央金庫 

姫路市総社本町 111 

TEL：079-223-8431 

資金調達 投資金融 

原則として、民間金融機関と

の協調融資の形をとり（ケー

スによっては民間金融機関

経由でのツーステップロー

ンも可）、個々のニーズに応

じて、米ドルや円建、途上国

地場通貨建等での融資が可

能。また、融資以外にも、世

界 16 か国に所在する海外駐

在員事務所のネットワーク

も活用しながら、海外の投資

環境等に係る情報提供など

も行う。 

㈱国際協力銀行 

（JBIC） 

西日本オフィス 

大阪市北区曽根崎 2-3-5 

梅新第一生命ビルディング 10階

TEL:06-6311-2520 

海外 

サポート 
貿易保険制度 

日本企業が行う輸出入、海外

投資あるいは融資といった

対外取引に伴うリスクをカ

バーする貿易保険を提供。 

㈱日本貿易保険 大阪支店 

大阪市中央区北浜 3-1-22 

あいおいニッセイ同和損保 

淀屋橋ビル 8階 

TEL:06-6233-4019 

(2019 年 3月 15 日 現在) 
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２．外国人材 

カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

技術協力活用型・ 

新興国市場開拓事業 

(研修・専門家派遣 

事業) 

我が国企業の海外展開に必

要となる現地拠点強化を支

援するため、開発途上国にお

ける民間企業等の現地の人

材育成を官民一体となり実

施し、現地の産業技術水準の

向上や経済の発展を図るこ

とを目的とする。 

人材育成の手段として３つ

のタイプがある（受入研修

（日本で行う研修）、海外研

修（海外で行う研修）、専門

家派遣） 

 (一財）海外産業 

人材育成協会 

東銀座事務所 

東京都中央区銀座 5-12-5 

白鶴ビル 4階 

TEL:03-3549-3050 

 

 

セミナー 

研修 

日本語教育 

(ビジネス日本語 

教育） 

永年「研修生のために」をモ

ットーに、技術研修生に対す

る日本語教育専門機関とし

て、 教授法の研究、教材開

発、学習環境の整備を行う。 

これからも時代の変化に対

応し、ご利用いただく企業と

研修生のニーズに対応した

日本語教育を提供。 

補助金 

助成金 

低炭素技術を輸出す

るための人材育成 

支援事業 

（低炭素技術輸出促 

進人材育成支援事 

業） 

現地人材を日本に受入れる

際の費用や日本から専門家

を派遣する際の費用等の一

部に補助金が適用。 

（補助率） 

中堅・中小企業   2/3 

一般企業(一般分野) 1/3

一般企業(重点分野) 1/2 



 

86 

 

カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

ASEAN 進出日系企業を

通じた産業人材育成 

事業 

ASEAN 域内の日系企業各社

の取引先(取引先候補を含

む)や出資先等における管理

者層、技術者層を対象とする

人材育成事業を実施（専門家

受入、研修派遣） 

（助成限度額） 

240 万円 

(一財）海外産業 

人材育成協会 

東銀座事務所 

東京都中央区銀座 5-12-5 

白鶴ビル 4階 

TEL:03-3549-3050 

 

相談 

アドバイス 

受入れ支援 

（技能実習制度説明 

会他） 

技能実習生の受入れにあた

っては、監理団体や実習実施

者をはじめとする皆さまか

ら、実務上の疑問や関係法令

についてなど、多くの相談が

寄せられる。 

個別相談や講師派遣に加え、

説明会の開催など数多くの

サービスを用意し、技能実習

生の受入れに関する団体・企

業・個人事業主の皆さまへの

情報提供や課題の解決を支

援。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(公財）国際研修協力機構（JITCO) 

大阪事務所 

大阪市北区梅田 1-3-1 

大阪駅前第 1ビル 7階 

TEL:06-6344-9521、06-6344-9522 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手続き支援 

（技能実習計画認定 

申請書類他） 

新たな技能実習制度では、外

国人技能実習機構や地方入

国管理局に対して、さまざま

な申請や書類の作成・提出が

必要。 

技能実習計画の認定申請や

入国・在留の諸申請につい

て、実習実施者・監理団体の

皆さまの円滑で確実な申請

手続きを支援。 

tel:06-6344-9521、06-6344-9522


 

87 

 

カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

人材育成支援 

（日本語指導支援 

他） 

技能実習生受入れには、技能

向上のための指導だけでな

く、日本語指導や生活指導な

ど、さまざまな育成指導が必

要。 

専門スタッフの派遣、セミナ

ーの開催、教材の提供等を通

じて、技能実習生の技能向上

や日本語能力向上等に関す

る実習実施者・監理団体の皆

さまの取組を支援。 

 

(公財）国際研修協力機構（JITCO) 

大阪事務所 

大阪市北区梅田 1-3-1 

大阪駅前第 1ビル 7階 

TEL:06-6344-9521、06-6344-9522 

 

実習生保護支援 

（母国語相談ホット 

ライン他） 

 

 

母国から離れた地で学ぶ技

能実習生の中には、母国語で

のコミュニケーションでな

ければ悩みを打ち明けられ

ないケースがある。 

技能実習生の母国語での電

話相談窓口を開設し、フリー

ダイヤルで相談に応じてい

る。また、監理団体にて実施

される入国後講習への専門

講師派遣や総合保険の整備

を通じて、技能実習生の安

全・安心を支援。 

 

 

 

tel:06-6344-9521、06-6344-9522
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カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

相談 

アドバイス 

送出し支援 

（相談支援他） 

技能実習生を送り出す海外

の送出機関にとっては、日本

の技能実習制度や監理団体

等について理解するための

情報が必要。また、受け入れ

る監理団体にとっても送出

機関の情報が必要。 

JITCO では、送出し国政府窓

口と締結した R/D（討議議事

録）をもとに、送出機関への

情報提供や教材提供を行い、

送出機関と監理団体の皆さ

まの関係構築を支援。 

(公財）国際研修協力機構（JITCO) 

大阪事務所 

大阪市北区梅田 1-3-1 

大阪駅前第 1ビル 7階 

TEL:06-6344-9521、06-6344-9522 

 

その他支援

サービス 
申請支援サービス 

 

申請書類の点検を行い、外国

人技能実習機構への提出、入

国管理局への取次を行い、こ

れら煩雑な手続への時間と

手間を節約でき、「技能実習

計画認定申請書類の点検・提

出サービス」と「入国・在留

諸申請書類の点検・取次サー

ビス」とを組み合せて依頼さ

れた場合には、さらにご利用

いただきやすい料金設定。 

 

 

tel:06-6344-9521、06-6344-9522
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カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

その他支援

サービス 
新 JITCO サポート 

外国人技能実習法に基づく

各種書式のダウンロードと、

新たに導入された監理団体

許可申請および技能実習計

画認定申請に関して 42 種類

の書類の効率的な作成支援。 

 

(公財）国際研修協力機構（JITCO) 

大阪事務所 

大阪市北区梅田 1-3-1 

大阪駅前第 1ビル 7階 

TEL:06-6344-9521、06-6344-9522 

 

情報収集 

PARTNER 

（国際協力キャリア 

  総合情報サイト） 

グローバル人材を求める組

織や団体と国際協力の世界

で活躍を目指す方を結びつ

ける情報サイト。JICA ボラ

ンティア経験者をはじめ、海

外経験や高い専門性を有し

た人材が多数登録。 
（独）国際協力機構 

JICA 関西  

神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

TEL:078-261-0341 

その他支援

サービス 

アフリカの若者のた

めの産業人材育成イ 

ニシアティブ 

（ABE イニシアティ 

ブ） 

「修士課程およびイ

ンターンシップ」 

プログラム 

 

日本企業がアフリカビジネ

スを展開する際に、現地人材

と人的ネットワークを築く。

また、日本にいながら現地の

市場ニーズや投資・雇用など

の生の情報、さらには、将来

有望な現地人材を日本で育

成。 

 

tel:06-6344-9521、06-6344-9522
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カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

その他支援

サービス 

ボランティア経験者 

への求人票の提供

（グローバル人材の 

「採用」） 

JICA ボランティア（青年海

外協力隊、日系社会青年ボラ

ンティア）経験者の採用を希

望する企業の求人情報を、帰

国後就職を希望する JICA ボ

ランティア経験者に提供。ボ

ランティア活動により異文

化適応能力等を備えた、企業

の海外展開に貢献できる人

材を採用。 

 

 

（独）国際協力機構 

JICA 関西  

神戸市中央区脇浜海岸通 1-5-2 

TEL:078-261-0341 

民間連携 

ボランティア制度 

（グローバル人材の 

「育成」） 

企業の社員を青年海外協力

隊やシニア海外ボランティ

アとして途上国に派遣し、自

社の海外展開に活用する制

度。グローバル社会で活躍で

きる人材育成とともに現地

ネットワークの構築を支援。 

現地人材の育成及び

人材確保等に関する

現地ビジネス情報の 

提供 

（日本センター） 

アジア地域（ベトナム、ミャ

ンマー等）に所在する日本セ

ンターでは、現地ビジネス人

材を対象に、経営に必要な実

用的ノウハウを提供。また、

ビジネス研修修了生とのネ

ットワークを活用し、人材確

保を始めとする現地ビジネ

ス関連情報の提供や、求人情

報の発信、現地企業との交流

会の設定や日本センター内

施設の貸出も行う。 
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カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

補助金 

助成金 

国際化促進 

インターンシップ・

外国人受入 

インターンシップ 

事業 

国内企業（中堅・中小企業）

における外国人のインター

ンシップ受入を通じ、日本企

業が海外展開等に取り組む

体制の強化を促進。 
（独）日本貿易振興機構 

ジェトロ神戸  

神戸市中央区浜辺通 5-1-14 

神戸商工貿易センター4階 

TEL:078-231-3081 その他支援

サービス 

高度外国人材活躍 

推進ポータルサイト 

高度外国人材の日本での受

入れ促進に向け、留学生を含

む高度外国人材と採用側の

企業の双方のニーズに応え

る施策やセミナー等の情報

を一括して提供。 

セミナー 

研修 

受入研修 

関西地域の社会・経済の特色

を生かし、経営管理、中小企

業振興、市場経済化促進、輸

出促進・マーケティング、環

境、地域振興・観光振興など

のテーマを中心に研修プロ

グラムを準備。各国の行政官

や、企業経営者が参加。 

(公財）太平洋人材交流センター

（PREX） 

大阪市天王寺区上本町 8-2-6 

大阪国際交流センター2階 

TEL:06-6779-2850 

海外研修 

企業における人材育成のあ

り方や企業経営をテーマに、

アセアン各国・地域の多地点

を結ぶ遠隔研修も実施。中国

各地や、NIS 諸国の日本セン

ター、中米でも中小企業振興

や知的財産権の保護、輸出促

進、環境をテーマにセミナー

を開催。 
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カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

セミナー 

研修 
日本語研修 

日本での技術研修に必要な

日本語を短期間で習得する

ために、職場や生活の場面で

日常的に使われる実際的な

表現を導入し、「聴いて、反

応できる」運用力の強化を図

る。 

（一財）海外職業訓練協会（OVTA） 

千葉市美浜区中瀬 1丁目 7-1 

住友ケミカルビル 22階 

TEL:043-276-0211 

その他支援

サービス 

技能実習制度による

人材育成支援 

外国人の技能、技術又は知識

の修得、習熟又は熟達に関

し、技能実習の適正な実施及

び技能実習生の保護を図り、

人材育成を通じた開発途上

地域等への技能等の移転に

よる国際協力を支援。 

認可法人  外国人技能実習機構

（OTIT) 

大阪事務所 

大阪府大阪市中央区高麗橋 4-2-16 

大阪朝日生命館 3階 

TEL:06-6210-3351 

その他支援

サービス 

ひょうご留学生 

インターシップ他 

県下 41 大学等が加盟。 留学

生のインターンシップや就

職支援事業、日本人学生と留

学生のキャリア教育を実施。 

(一財）大学コンソーシアム 

ひょうご神戸 

神戸市中央区脇浜町 1‐2‐8 

兵庫国際交流会館 1階 

TEL:078-271-0233 

その他支援

サービス 

外国人留学生就職 

支援 

 

外国人留学生に対し就職に

向けた各種情報を提供する

とともに、入学後の早い段階

からの就職支援（就職ガイダ

ンス）、インターンシッププ

ログラムの提供、就職面接会

等を実施。 

 

大阪外国人雇用サービスセンター 

大阪市北区角田町 8-47  

阪急グランドビル 16階 

TEL:06-7709-9465 
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カテゴリー 支援名 支援内容 問合せ先 

その他支援

サービス 
在留資格者就職支援 

就職を希望する外国人の方

に対し、「就職相談」・「求

人情報の提供」・「就職先の

あっせん」等のサービスを行

う。 

姫路外国人雇用サービスコーナー 

姫路市北条字中道 250 

（ハローワーク姫路） 

TEL：079-222-8609 

(2019 年 3月 15 日 現在) 

 

 

 

 

 



参考資料 

グローバル化（海外展開・外国人材活用）に関するアンケート調査  

同封の返信用封筒もしくはＦＡＸ：２２２－６００５にてご返送いただきますようお願い致します。 

【返送期限：２０１９年 １月１８日（金）】    （姫路商工会議所） 

 

貴社の概要についてご記入ください  

 

(１) 事業所名  

(２) ご記入者名  

(３) ご連絡先 TEL：        E-mail： 

(４) 業 種 

※該当する番号１つに○をつけてください 

１．建設業    ２．製造業    ３．情報通信業  

４．運輸業    ５．卸売業    ６．小売業  

７．金融・保険業 ８．不動産業   ９．飲食・宿泊業 

10．医療・福祉    11．教育・学習支援業 12．サービス業 

13．その他（                  ） 

(５) 従業員数         人 

 

１．海外展開 編 

本アンケート調査における「海外展開」の定義は次のとおりです。 

・輸出（商品等の直接輸出、他社を通じた間接輸出）、輸入（直接輸入、間接輸入） 

・海外拠点（海外の工場等への投資のほか、事業所開設、生産委託を含みます） 

      ・直営、フランチャイズ、越境ＥＣ（電子商取引） など 

 

問１．貴社の海外展開への取り組みについて、お聞かせください。 

該当する選択肢に○をつけてください。 

１．海外展開あり       →問２「海外展開を行う理由」（１ページ）へお進みください 

２．海外展開なし（関心あり） →問４「今後の海外展開」（２ページ）へお進みください 

３．海外展開なし       →２．外国人材活用 編（４ページ）へお進みください 

 

問２．海外展開を行う理由について、お聞かせください。 

該当する選択肢すべてに○をつけてください。 

１．海外市場の拡大が今後期待できるため 

２．安い人件費等を活用したコストダウンのため 

３．国内市場が今後縮小すると見込まれるため 

４．取引先企業が海外展開を行う（行う予定）ため 

５．為替変動の影響を回避するため 

６．その他（                       ） 

 

問３．現在の海外展開のなかで、貿易の対象国、海外拠点の役割について、お聞かせください。       

該当する選択肢すべてに○をつけてください。 



参考資料 

 輸出 輸入 海外拠点 

販売 生産 研究開発 その他 

アジア 

太平洋 

中国       

香港       

台湾       

韓国       

シンガポール       

タイ       

マレーシア       

インドネシア       

フィリピン       

ベトナム       

カンボジア       

ミャンマー       

インド       

バングラデシュ       

オーストラリア       

その他（    ）       

北米 

中南米 

米国       

カナダ       

メキシコ       

ブラジル       

その他（    ）       

欧州・ロシア       

中東・アフリカ       

 

問４．今後の海外展開（検討中を含む）についてご記入ください。（複数回答可） 

１．新規進出を考えている   → （国名：                 ） 

２．拡大・拡充を考えている  → （国名：                 ） 

３．縮小・撤退を考えている  → （国名：                 ） 

４．現状を維持していく考えである 

 

（４-１）                    （４-２） 

問４で「１．２．」と回答された企業の方へ      問４で「３．」と回答された企業の方へ 

その理由は何ですか。（複数回答可）        その理由は何ですか。（複数回答可） 

１．販路拡大 

２．安価な労働賃金 

３．国内の取引先との関係があるから 

４．国内市場の成熟や縮小を懸念している 

５．第三国へ輸出するメリットを活かしたい 

６．その他（            ） 

 １． 受注や販路の確保が困難 

２． 生産品質管理が困難 

３． 現地管理者の確保が困難 

４． 現地労働者の人件費高騰 

５． 現地パートナーとのトラブル 

６． その他（           ） 

 

問５．今後の「日本国内」の事業（新規投資、既存拠点の拡充）について、お聞かせください。 

該当する選択肢に○をつけてください。 

１．拡大を図る  ２．現状を維持する  ３．縮小する予定  ４．その他（       ） 



参考資料 

問６．海外展開における課題（検討中を含む）について、お聞かせください。 

   該当する選択肢すべてに○をつけてください。 

人材確保・労務 

１．海外事業、外国語、貿易事務等ができる人材の確保 

製品等の企画・開発 

２．現地ニーズに対応した製品開発（機能・仕様、デザイン等） 

営業・販売 

３．現地の法制度・商習慣への対応（贈収賄対策含む） 

４．現地顧客の開拓 

５．現地での企業・製品等の認知度向上（外国語Ｗｅｂサイト構築含む） 

６．インターネットショッピングサイト（ＥＣサイト）への出店 

７．現地販売パートナーの開拓、関係強化 

８．現地の弁護士、コンサルタント等とのネットワーク構築 

物流・流通 

９．現地物流・流通体制の確立 

10．国際輸送・現地物流コストの低減 

11．返品対応 

12．ＩＴ活用推進（業務効率化、正確性向上、情報共有） 

生産・調達 

13．インフラの未整備（電力、物流・交通、通信等） 

14．生産コストの低減（原材料・部品等費用、原価低減対策） 

15．納期対応、製品等の安定供給体制構築 

16．現地調達先の確保 

管理マネジメント 

17．現地顧客との契約履行 

18．技術・営業情報の漏えい防止 

19．商標等知的財産の保護 

経営全般・事業環境変化 

20．為替変動への対策 

21．現地の政情不安・治安悪化、自然災害 

 

問７．海外展開に取り組む（検討する）場合、誰に相談しますか。 

該当する選択肢すべてに○をつけてください。 

１．中小企業基盤整備機構（中小機構）  ２．日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ） 

３．国際協力機構（ＪＩＣＡ）      ４．在外公館（大使館、総領事館等） 

５．地方自治体             ６．ひょうご海外ビジネスセンター 

７．金融機関              ８．取引先・同業企業 

９．商社・卸売業者           10．民間コンサルティング会社 

11．弁護士・会計士・税理士       12．現地ローカル企業 

13．商工会議所・商工会         14．その他（               ） 

 

問８．海外展開に取り組む場合、行政や支援機関にどのような支援を期待されますか。 

該当する選択肢すべてに○をつけてください。 

１．海外進出・取引の進出事例紹介    ２．海外企業との商談会 

３．貿易、語学等の人材育成講座     ４．海外進出企業等との情報交換会 

５．各国の投資環境等の情報提供     ６．海外進出等支援機関による相談会 

７．知的財産権の保護等に関する情報提供 ８．その他（               ） 



参考資料 

２．外国人材活用 編 

本アンケート調査における「外国人材」の定義は次のとおりです。 

     ・身分に基づき在留する者、就労目的で在留が認められる外国人 

・技能実習生 

・留学生 

（海外拠点における現地採用は含みません） 

 

問１．貴社の外国人材の雇用状況についてお伺いします。 

該当する選択肢に○をつけてください。 

１．雇用している           →問２「外国人材の雇用形態」へお進みください 

２．雇用していないが、過去に雇用あり →問７「今後の外国人材の雇用計画」へお進みください 

３．雇用していない          →問７「今後の外国人材の雇用計画」へお進みください 

 

問２．外国人材の雇用形態についてお伺いします。（複数回答可） 

１．正社員               名（主な出身国：             ） 

２．非正規社員             名（主な出身国：             ） 

３．有期契約社員            名（主な出身国：             ） 

４．派遣社員              名（主な出身国：             ） 

５．技能実習生             名（主な出身国：             ） 

 

問３．外国人材を雇用する理由についてお伺いします。（複数回答可） 

１．日本人が採用できない       ２．真面目・熱心な人が多い 

３．高度な技術や技能を持っている   ４．単調な仕事、残業等を嫌がらないで働いてくれる 

５．日本人より賃金が安い       ６．日本人より能力が高い 

７．外国人ならではの能力が必要    ８．社内を活性化させる 

９．従業員に国際感覚を身に付けさせる 10．海外展開強化のため 

11．技能実習生の監理団体からの提案  12．その他（                 ） 

 

問４．外国人材の仕事内容についてお伺いします。（複数回答可） 

１．製造現場や作業現場、建設現場   ２．生産・品質管理  

３．通訳・翻訳            ４．総合職（総務・人事、経営企画、営業）  

５．販売・サービスの接客       ６．国際貿易・マーケティング  

７．専門的知識を有する業務      ８．事務・管理  

９．ＩＴ関連業務           10．その他（                 ） 

 

問５．外国人材を雇用して良かった点についてご記入ください。（複数回答可） 

１．真面目で一生懸命に取り組む    ２．人員を確保できた 

３．外国語対応が可能になった     ４．グローバルな視点・意識が醸成できた 

５．高度な技術を持ち、優秀である   ６．情報収集・市場開拓で役に立った 

７．その他（                 ） 



参考資料 

問６．外国人材を雇用して困った点についてご記入ください。（複数回答可） 

１．コミュニケーションが取りづらい  ２．在留資格や雇用の面で手続きが面倒 

３．技能や技術の習得に時間が掛かる  ４．仕事のミスや報告漏れが多い 

５．思ったよりも人件費等がかかる   ６．失踪する人がいた 

７．定着率が低い           ８．日本人の価値観や文化を理解しない 

９．外国人同士のトラブル       10．その他（                 ） 

 

問７．今後の外国人材の雇用計画についてお聞かせください。 

１．増やしたい        ２．現状維持       ３．減らしたい 

４．新たに雇用したい（雇用を検討したい）  ５．雇用しない 

 

（７-１） 

問７で「５．雇用しない」と回答された企業の方へ 

その理由は何ですか。（複数回答可） 

１． 人材が充足している、採用予定がない 

２． 業種として難しい 

３． 人事方針や社風としてあわない 

４． 言葉や言語、宗教の違いによる不安がある 

５． 教育・指導が難しい、手間がかかる 

６． 採用・雇用の方法がわからない 

７． 社内コミュニケーションに不安がある 

８． 在留資格や変更手続き等に不安がある 

９． 社内の受入体制が未整備である 

10．その他（                ） 

 

問８．外国人材の雇用に関して行政機関等に求める支援策についてお伺いします。（複数回答可） 

１．採用にかかる諸手続きの簡素化   ２．日本語教育に係る経費補助 

３．採用に関する相談窓口の設置    ４．採用に関する情報交換会の実施 

５．留学生の日本企業就職支援     ６．公共施設をはじめ、多言語化取組みへの指導、支援 

７．その他（                     ） 

 

問９．海外展開や外国人材の活用について、ご意見ご要望等、ご自由にご記入ください。 

 

 

 

 

 

～アンケート調査は以上で終了です。ご協力、誠にありがとうございました。～ 

今後、ご回答の内容をもとに、ご記入者様に問い合わせをさせていただく場合がありますので、当

アンケート用紙を複写・保存していただきますよう、ご協力をお願いします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

姫  路  商  工  会  議  所 

姫 路 経 済 研 究 所 

 

〒670-8505 姫路市下寺町 43 番地 

Ｔ Ｅ Ｌ  0 7 9  -  2 2 3  -  6 5 5 5 

Ｆ Ａ Ｘ  0 7 9  -  2 8 8  -  0 0 4 7 

 


